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序     文 
 
 東ティモール民主共和国では 1999 年 8 月の独立を問う直接投票後の混乱により、多くの住民が

避難を余儀なくされ、教育機関施設を含む物的インフラの 7 割以上が破壊・使用不可能となるな

ど甚大な被害を受けました。東ティモール暫定行政統治機構は 2000 年 11 月に東ティモール国立

大学を開校し、国づくりを担うべき技術系人材育成の観点から、インドネシア時代の旧東ティモ

ール・ポリテクニックを母体として工学部に電気/電子工学科、機械工学科、土木工学科を設置し

ましたが、高等技術教育体制の整備・運営に係る経験・知識が不足していたため、わが国に支援

を要請してきました。 
わが国は東ティモール民主共和国の支援要請に応え、2001 年より同大学工学部各学科のカリキ

ュラムの策定、2003 年 10 月の緊急無償資金協力による施設復旧・機材供与、さらに 2006 年 4 月

から 2010 年 3 月には、同大学の工学部の教官の能力向上を目的とした「東ティモール大学工学部

支援プロジェクト」を実施し、工学部教官の知識・技能の修得、修士号取得を促しました。 
他方で、東ティモール国立大学工学部は教育の質の向上をめざして現行の 3 年制学士プログラ

ムから 4 年制学士プログラムへの移行を計画しており、学部・学科の組織としての管理運営体制

の強化と、東ティモールの地域社会に貢献する実践的な調査研究活動に基づくさらなる教育能力

の強化の必要性が確認されています。また、2010 年の国家優先課題（National Priorities）や 2011
年に策定された戦略的開発計画（Strategic Development Plan）において、人材開発はインフラ整備

と並ぶ重点課題として位置づけられているように、特に高等教育分野では市場ニーズに対応した

高度技術者の育成のニーズは高く、東ティモール国立大学は、国のリーダーとなり得る人材育成

の拠点として当該国の経済社会の発展に貢献することが期待されています。 
東ティモール政府は引き続きわが国に対して東ティモール国立大学工学部への支援を要請し、

JICA は 2011 年 2 月に 2015 年 1 月までの 4 年間の予定で、「東ティモール国立大学工学部能力向

上プロジェクト」を開始しました。土木・機械・電気電子の 3 分野を対象とし、国内支援大学か

ら支援を得て協力を実施してきました。 
今般、協力期間終了を約半年後に控えて、これまでの同大学工学部における支援活動の進捗と

その成果を確認し、本プロジェクト終了後も同大学工学部が東ティモール国内唯一の公的高等技

術教育機関として、同国の国づくりを担う高等技術者を輩出し、また実践的活動を通じた同国社

会への貢献が行われるよう、さらなる提言を共有するため、2014 年 8 月に終了時評価調査を実施

しました。本報告書はその調査結果を取りまとめたものであり、今後の高等教育分野の事業への

教訓としても広く活用されることを願います。 
ここに、調査にご協力いただいた外務省、文部科学省、本邦の支援大学、在東ティモール日本

大使館など、内外関係者の方々に深い感謝を申し上げます。 
 
平成 27 年 12 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
人間開発部長 戸田 隆夫 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：東ティモール民主共和国 案件名：東ティモール国立大学工学部能力向上プ

ロジェクト 
分野：経済活動活性化のための基盤づくり 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：人間開発部高等教育・社会保障グ

ループ 
協力金額（評価時点）：3 億 4,000 万円 
 

 
 
協力期間 

（R/D）：2011 年 2 月 1 日～2015 年

1 月 31 日 
先方関係機関：東ティモール国立大学工学部、教

育省 

（延長）： 日本側協力機関：長岡技術科学大学、山口大学、

岐阜大学 
（F/U）：  

１－１ 協力の背景と概要 

2000 年 11 月に開校した東ティモール民主共和国（以下、「東ティモール」と記す）唯一の公

的高等教育機関である東ティモール国立大学（National University of Timor-Lorosa’e：UNTL）は、

国づくりを担うべき技術系人材の育成の観点からインドネシア時代の旧東ティモール・ポリテ

クニックを母体として工学部を設置した。しかし、教官が指導に十分な知識を有していないこ

とや、独立を問う 1999 年 8 月の直接投票後の混乱によって教育機関施設を含む物的インフラの

7 割以上が破壊されて使用不可能となり、教育の質が著しく低いことが問題となっていた。 
このような状況から JICA は東ティモール政府の要請を受けて無償資金協力による機材調達や

技術協力による専門家派遣、教官の長期研修（国費留学）等の支援を実施した。また、2006 年

4 月から 2010 年 3 月には、同大学工学部（The Faculty of Engineering, Science and Technology：
UNTL-FEST）の強化に不可欠な教官の能力向上を目的とした技術協力プロジェクト「東ティモ

ール大学工学部支援プロジェクト（The Project for the Capacity Development of the Teaching Staff in 
the Faculty of Engineering, the National University of Timor-Leste：CADETES）」を実施し、工学部

教官の知識・技能の習得、修士号の取得を促した。 
他方で、UNTL-FEST は教育の質の向上をめざして現行の 3 年制学士プログラムから 4 年制学

士プログラムへの移行を計画しており、学部・学科の組織としての管理運営体制の強化と、東

ティモールの地域社会に貢献する実践的な調査研究活動に基づくさらなる教育能力の強化の必

要性が確認されている。 
また、2010 年の国家優先課題（National Priorities）や 2011 年に策定された戦略的開発計画

（Strategic Development Plan）において、人材開発はインフラ整備と並ぶ重点課題として位置づ

けられているように、特に高等教育分野では市場ニーズに対応した高度技術者の育成のニーズ

は高く、UNTL は、国のリーダーとなり得る人材育成の拠点として当該国の経済社会の発展に貢

献することが期待されている。 
このような状況下、東ティモール政府は引き続きわが国に対して UNTL-FEST への支援を要請

した。これを受け JICA は、「東ティモール国立大学工学部能力向上プロジェクト」（以下、本プ

ロジェクト）を 2011 年 2 月から 2015 年 1 月までの 4 年間の予定で、UNTL-FEST をカウンター

パート（以下、C/P）機関とし、土木・機械・電気電子の 3 分野を対象として、協力を実施して
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いる。 
 
１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、UNTL-FEST の授業の質の向上、実践的な調査・研究活動に基づいた卒業

研究指導の実施、学部の管理体制の改善を行うことにより、同工学部が適切な管理運営のもと

で質の高い教育を提供できるようにすることを目標とする。 
(1) 上位目標 

工学部から地域社会に貢献する高度技術を有する人材が輩出される。 
 

(2) プロジェクト目標 
工学部が適切な管理運営のもとで質の高い教育を提供する。 
 

(3) 成果 
成果 1：工学部における授業（講義・実験）の実施環境が改善する。 
成果 2：実践的な調査・研究活動に基づいて卒業研究指導が行われる。 
成果 3：学部の管理体制が改善される。 
 

(4) 投入（評価時点） 
1) 日本側：総投入額 3 億 4,000 万円 
長期専門家派遣：2 名 機材供与：1 億円 
短期専門家派遣：77 名 ローカルコスト負担：2,000 万円 
研修員受入：19 名  

2) 東ティモール側： 
カウンターパート配置：59 名、プロジェクト事務所（光熱費等） 
ローカルコスト負担（本邦研修経費の国内旅費、サイト視察の経費等） 

２．評価調査団の概要 

調査者 日本側 
担当分野 氏 名 所 属 

団長 角田 学 JICA 国際協力専門員 

機械工学 田辺 郁男 長岡技術科学大学 
テクノインキュベーションセンター センター長 

電気・ 
電子工学 

吉田 弘樹 岐阜大学 
工学部電気電子工学科 准教授 

土木工学 関根 雅彦 山口大学大学院 
理工学研究科 社会建設工学専攻 教授 

評価分析 井田 光泰 合同会社 適材適所 

協力企画 辻本 温史 JICA 人間開発部高等・技術教育課 専門嘱託 
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東ティモール側（UNTL-FEST） 
氏 名 所 属 

Mr. Gabriel Antonio de Sa 学部長 
Mr. Frederico de Carvalho 副学部長（教務担当） 
Mr. Justino da Costa Soares 副学部長（総務担当） 
Mr. Adalfredo Guterres da Silva 副学部長（学生担当） 
Mr. Paulino Marques Cabral 機械工学科学科長 
Mr. Paulo da Silva 土木工学科学科長 
Mr. Tarcisio Freitas Savio 工学部電気電子工学科学科長 

 

調査期間  2014 年 8 月 4 日～2014 年 8 月 21 日 評価種類：終了時評価 
３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

(1) 成果の達成度 
成果 1：工学部における授業（講義・実験）の実施環境が改善する。（ほぼ達成） 

以下の成果 1 の指標は 1.3 を除きほぼ達成されている。未達成である 1.3 については、2014
年度のコース終了時に実施する予定である。このレビューに向けて、ファカルティ・ディ

ベロップメント委員会1（あるいは学術委員会）がレビューの方法等を事前に検討する必要

がある。 
指標 1.1 工学部の 4 年制学士プログラムのカリキュラムが欧州単位互換制度（European 

Credit Transfer and Accumulation System：ECTS）に基づいて整備される。 
指標 1.2 4 年制学士プログラムのカリキュラムに従い、90％以上の科目でシラバスが整

備される。 
指標 1.3 ファカルティ・ディベロップメント委員会により、毎年カリキュラム、シラバ

スがレビューされる。 
指標 1.4 90％以上の授業において、工学部教官により講義ノート・実験実習書が整備さ

れる。 
成果 2：実践的な調査・研究活動に基づいて卒業研究指導が行われる。（活動未実施） 

成果 2 については、4 年制への移行が計画どおり行われなかったため活動が実施できず、

すべての指標が未達成である。プロジェクト開始前、3 年制プログラムの学生が 4 年制コー

スに編入できることを想定していたが、プロジェクト開始後、UNTL は編入制度を認めない

ことを決定した。この方針変更により、成果 2 の指標達成は困難となった。4 年制学士の第

1 期生の 4 年次のプログラムは 2015 年 2 月に開始され、12 月に終了する予定である。 
指標 2.1 合意された基準に基づき、90％以上の卒業論文が、最終試験を通過する。 
指標 2.2 4 年制学士プログラムにおいて、実践的な調査・研究活動に基づく卒業研究の

指導が行われる。 
指標 2.3 4 年制学士プログラムに基づく学生による卒業研究の成果品が、毎年作成され

る。 
 

                                                   
1 ファカルティ・ディベロップメント委員会は、学術委員会の作業部会として認識されており、主な役割はクラス評価である。 
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成果 3：学部の管理体制が改善される。（一部未達成） 
成果 3 については 3.2 達成済みで、3.1 未達成である。工学部運営委員会、学術委員会が

設置され予算計画の策定やクラス評価等の活動を行っている。しかし、予算以外も含めた

アクションプランについては作成できていない。工学部では、運営委員会の枠組みを使っ

て、2015 年度から年次アクションプランの作成に着手する予定である。 
指標 3.1 学部（学科）の活動計画が 80％以上達成される。 
指標 3.2 学部（学科）の管理状況のレビューが毎学期ごとに実施される。 
 

(2) プロジェクト目標の達成見込み 
プロジェクト目標「工学部が適切な管理運営のもとで質の高い教育を提供する。」につい

ては、4 年制の卒業生を輩出していないため、プロジェクト期間内に達成することは困難。

指標 1：学生の 70％以上が工学部の教育内容に満足する 
4 年制の卒業生を輩出していないため、測定できないものの、2014 年 5 月に実施した 3

年制課程の卒業生に対する質問票調査では、77.8％の学生が工学部の教育に満足と回答して

いる。 
指標 2：工学部の学生の卒業率が向上する 

4 年制コースは 6 年以内に卒業することが義務づけられているため、卒業率は改善する見

込み。 
指標 3：学生による授業評価の結果、各科目において平均 60％以上の満足ポイントを得る

達成中である。2009 年 8 月から 2013 年 12 月までに 8 回のクラス評価が実施された。こ

のなかで各教科について、5 段階で満足度調査が実施されているが、徐々に評価ポイントは

向上している（2013 年 12 月の結果では、71.8％の満足度）。 
 

３－２ 評価結果の要約 
(1) 妥当性 

妥当性は非常に高い2。 
・東ティモール政府の戦略的開発計画（2011～2030 年）では、人材育成、重要産業の強化、

インフラ整備を 2011～2015 年の短期目標として掲げている。また、UNTL の戦略計画

（2011～2020 年）でも、教育の質の向上と研究の強化を重点課題としており、「工学部が

適切な管理運営のもとで質の高い教育を提供する。」という本プロジェクトの目標は、政

府及び大学の政策課題に合致している。 
・東ティモールで高等教育を受けた就業者は 8.8％であり3、質の高い労働人口の不足は、国

家開発を進めるうえでのボトルネックとして認識されている。「東ティモールにおける公

共支出の雇用創出効果に係る情報収集確認調査報告書」（JICA、2014 年 6 月）によれば、

現在労働人口の 6 割を占め、今後 20 年間大幅な増加が見込まれる若年層の教育の受皿を

増やすことと、現在外国人によって占められている専門職、技術職を地元人材で充足さ

せていくことなどが求められている。 こうした点が、東ティモールで高等教育を強化す

る今日的な課題であり、本プロジェクトは課題解決に貢献するものである。 

                                                   
2「非常に高い」「高い」「一部課題がある」「低い」の 4 段階で評価。 
3 National Directorate of Statistics “Timor-Leste Labour force survey 2013” 
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・日本政府の東ティモールに対する国別援助方針（2012～2017 年）では、経済基盤の構築、

農業・農村開発、公共部門の能力強化の 3 つを優先プログラムとして位置づけている。

本プロジェクトは、経済基盤構築のなかで、民間セクターのための環境整備の一環で工

学系教育を強化する事業として位置づけられている。 
・本プロジェクトは CADETES プロジェクト（2006～2010 年）の後継プロジェクトで、日

本の支援大学4が 2006 年以降、継続的に協力している（長岡技術科学大学と岐阜大学は

CADETES プロジェクトから、山口大学は本プロジェクトから支援）。したがって、支援

大学も UNTL の現状や教官の能力について知見を有しており、UNTL 側からも高い評価

を受けていることから、本プロジェクトにおいても、同様の枠組み（長岡技術科学大学

は機械工学科、岐阜大学は電気電子工学科、山口大学は土木工学科を支援）でプロジェ

クトを実施することは妥当性が高い。 
・本プロジェクトは UNTL-FEST の 3 学科を支援対象としている。工学部には 5 学科あるが、

情報工学科と地質・石油工学科はプロジェクト開始当初、他ドナーが支援していたため、

この 2 学科を除く 3 学科を支援した経緯があり、妥当であった。工学部に対しては、海

外の大学が留学生受入れや教員派遣を行っているが、プロジェクトベースによる他の援

助機関等の支援はなく、重複する事業はない。 
 

(2) 有効性 
プロジェクトによる重要な事業効果である 4 年制コースの卒業生は 4 年間のプロジェク

ト期間内に卒業まで至らないため、現段階では有効性は低い。 
・本プロジェクトはプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）

の改訂を通じて適切に計画され、現在の PDM 上の 3 つのアウトプットはプロジェクト

目標を達成するために必要かつ十分である。 
・プロジェクト目標は、「工学部が適切な管理運営のもとで質の高い教育を提供する。」こ

とであるが、プロジェクト期間内では 4 年制コースが終了しないため、その成果を測る

ことはできない。ただし、3 年制プログラムの卒業生の状況（クラス評価の結果、就職率、

教育の質についての満足度など）から、4 年制コースの卒業生についても、良好な結果が

得られる見込みは高い。クリアすべき指標は、①卒業生による工学部の教育に対する高

い満足度（60％以上）、②高い卒業率、③クラス評価による高評価（60 ポイント以上）で、

それぞれに対応する 3 年制課程の状況は以下のとおりである。 
‐ 2014 年に実施された卒業式での調査において 80％以上の卒業生が工学部の教育に満足

であると回答した。 
‐ 4 年制コースについては 6 年間以内での卒業が義務づけられているため、4～5 年で卒

業する学生が増加することが見込まれる。 
‐ これまでのクラス評価では毎回 60 ポイント以上を維持している。 

・工学部において 4 年制コースにふさわしい教育・研究を行うための環境・体制をつくる

ことが本プロジェクトのめざす目標といえる。その点で、日本の 3 支援大学で、研究能

力を身につけ、国際的に求められる水準を理解する留学組が帰国し、彼らが中心となっ

                                                   
4 本プロジェクトでは、UNTL-FEST の学科ごとに大学に支援を依頼している。 
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て、整備された環境・体制を生かして、工学部の教育・研究活動を大幅に高めるという

工学部強化のストーリーが想定される。そうした観点からみると、工学部における環境・

体制づくりはまだ途上にあるといえる。研究資金への申請の仕組みづくり、意欲ある教

官が評価されるような仕組みづくりなど帰国した留学生が積極的に研究に取り組むため

の環境・体制をさらに整備する必要がある。 
 

(3) 効率性 
効率性は高い。 

・本邦研修と専門家派遣はほぼ計画どおり効率的に実施された。機材供与についてプロジ

ェクト開始からの 1 年間以上機材が届かないという状況があり、現地における技術移転

が一定期間困難となった。インドネシアの専門家を派遣したことは、全教官が理解でき

るインドネシア語で指導できるため、教授法やファカルティ・ディベロップメントの推

進について理解を深めることができた。工学部 3 学科の全教官と事務職員が C/P となっ

た。研究活動については 41％の教官が参加しているが、これは当初の期待（全教官の参

加）を下回っている。 
・成果目標の到達状況については、おおむね活動は完了し、4 年制コースの教育の質を高め

るための継続的活動（シラバスの見直しによる改善など）と新プログラムと卒業研究に

適切に対応できる職員配置計画（採用計画を含む）の作成が残された課題である。多く

の教官が留学中であることもあり、教官 1 人当たりの学生数や教科数に大きな差があり、

計画的な対応が必要になっている。成果 2 についてはまだ卒業研究の指導は実施されて

おらず、教官の研究活動の成果発表、卒業研究の実施要領の作成等が今後の中心課題と

なる。成果 3 の達成度は 7～8 割程度で、これまで教務・総務の運営改善のための組織的

枠組みができた。今後は、そうした組織を生かして、具体的な効果を高めるための取り

組みが重視される。  
・プロジェクトの後半からはプロジェクト運営委員会を定期開催することで、工学部幹部

と専門家間で共通理解を促しながら、活動を進めることができるようになった。また、

工学部憲章が作成されたことで、その規定に沿って、管理委員会、学術委員会など工学

部内の組織を通してプロジェクト活動を進めることが可能となった。 
・プロジェクトの後半では、「成果 3：学部の管理体制が改善される。」の遅れがみられたこ

と及び支援大学の短期専門家の投入効果を高めるため、学部運営及び各学科支援の専門

家の投入を追加で行った。 
・本プロジェクトの PDM と活動計画（Plan of Operations：PO）では、プロジェクトとして

実施する活動の範囲や想定される成果について曖昧さがあり、その結果、関係者間の理

解が異なる点が生じるなど、課題があった。 
 

(4) インパクト 
上位目標の達成見込みは高い。今後正のインパクトも複数期待される。 

・プロジェクトの上位目標は、「工学部から地域社会に貢献する高度技術を有する人材が輩

出される。」ことである。この上位目標に対応する指標は①2018 年までに 4 年制コースの

学生 300 名以上が卒業することと、②4 年制コース修了者の 6 割以上が関連する業種に就
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職することの 2 つである。 
‐ ①の指標については、2018 年までに卒業年に達する学生数は、3 学科合計で約 800 名

となる。3 年制課程を 3 年間で修了する学生の比率は 3 割程度と低いものの、4 年制コ

ースの学生は各学科長より 6 年以内で卒業しない場合、退学になると告知されている

ため、4～5 年程度で卒業する学生が増加することが期待される。いずれにしても、工

学部としても 4 年間で全課程を終了するよう継続して働きかける必要がある。 
‐ ②の指標についてはまだ卒業生が出ていないため指標の達成度を測ることはできな

い。プロジェクトが 2014 年 5 月に卒業式に参加した 3 年制課程の卒業生を対象に実施

した進路調査結果によれば、非正規を含め就職率は 37％と低かった。産業団体と企業

へのヒアリング結果によると、エンジニアの人材ニーズは比較的高いため、今後、工

学部として積極的に企業に対するプロモーションを行うなど就職支援を行うことが求

められる。 
以上の点から、指標①「2018 年までに 4 年制コースの学生 300 名以上が卒業する」は達

成可能だが、指標②「4 年制コース修了者の 6 割以上が関連する業種に就職する」を達成す

るためには、大学・工学部によるより主体的な働きかけが必要である。 
・その他のインパクト 

1) 帰国留学生による研究貢献 
本プロジェクトを契機として、JICA 長期研修プログラムと国費留学制度を活用し、

工学部の教官が日本の支援大学で修士・博士課程に進んでいる（一部教官は帰国済み）。

日本の大学で研究能力を強化した教官は、積極的に論文執筆・発表を行っており、彼

らが帰国後、各学科において、教育・研究において中核的な役割を果たすことが期待

される。 
2) 他学部への普及効果 

本プロジェクトで工学部に導入したクラス評価によるファカルティ・ディベロップ

メント活動などの先進的な取り組みは、プロジェクトに参加していない情報工学科と

地質・石油工学科だけでなく、UNTL の他学部へも普及が期待される。また、本プロジ

ェクトでは、2014 年から Best Researcher Award（優秀研究者賞）の授与制度と研究資金

提供制度（研究企画書の公募、審査による研究資金提供の仕組み）を導入した。さら

に、これまでの研究の成果をまとめた工学部としてはじめての論文集も発行される予

定である。こうした取り組みも他学部に普及される可能性がある。 
3) 他の教育機関への貢献 

工学部の教官は、本プロジェクトでの教育プログラム改善の経験を生かし、工業高

等専門学校に対してカリキュラム改善等の助言を行う計画がある。また、国内では 4
つの私立大学に工業系の学部学科があり、ファカルティ・ディベロップメントの方法

など参考事例として提示することができる。 
 

(5) 持続性 
持続性については一部課題がある。 

1) 政策面 
UNTL-FEST は、東ティモールにおいて唯一の国立大学の工学部であるため、教育省だ
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けでなく産業界からも専門性のある実践的な技術者の育成機関としての期待が高い。ま

た、同大学は研究大学としての役割強化を優先課題としているため、工学部の教育・研

究能力強化に対する支援が継続する可能性は高い。 
2) 組織面 

本プロジェクトの支援により、工学部では学術委員会、ファカルティ・ディベロップ

メント委員会、管理委員会が立ち上がったことで、研究・教育・運営面の改善を組織的

に取り組むことができるようになってきた。カリキュラムやシラバスの作成などは工学

部が自主的に実施しているが、クラス評価や研究活動の支援などはまだ専門家に依存し

ている。今後、組織的な持続性を確保するためには、各委員会の枠組みを生かしてアク

ションプランを実施するという組織強化や改善のサイクルを確立する必要がある。現状

では研究活動は、専門家と教官の関係で進められており、あまり工学部としての組織的

な取り組みになっていない。2016 年度から 4 年制コースと研究担当の副学部長のポスト

が設置され、リサーチセンターも工学部内に設置することが決まっているため、今後、

工学部としての組織対応ができる見込みである。 
3) 財政・予算面 

2011 年から大学本部から工学部への予算配分が始まった（それ以前は、本部が直接支

出する体制で、工学部への予算配分がなかった）。2014 年度、工学部の事業予算（セミナ

ー開催、交通費、謝金など）は、3,750 米ドルと極めて小額である。研究資金、機材の購

入・修理、消耗品・備品の購入などは本部への申請ベースとなっている。2016 年度から

研究資金は、工学部の予算として配分されることになっているが、現状の研究レベルを

維持できるような予算は見込めない。このため、工学部では、今後、本部への予算申請

と並行して、海外の競争的資金への応募、海外の大学との連携・研究者との共同研究、

企業や政府系機関との共同研究などさまざまなリソースへのアクセスに努める必要があ

る。 
また、2016 年度から 4 年制コースの卒業研究が開始されるが、そのための予算措置が

ないため、その資金確保も早急に検討すべき課題である。 
4) 人材面 

教官の離職率は低い。工学部では教官数が不足しているため、研究活動に積極的に参

加する若手教官の採用が望まれる。現在、工学部 3 学科の教官 36 名のうち（留学中の教

官を除く）、15 名が研究活動に参加しているが、4 年制コースの全学生が卒業研究を行う

ことが義務づけられるため、さらに多くの教官が研究活動に参加し、学生への指導能力

を身につける必要がある。なお、本プロジェクトでは日本への留学組はまだ帰国してい

ないが、留学前に帰国後も教官として勤務するよう誓約書を結んでいる。 
5) 技術面 

UNTL の戦略計画では、短期目標として全教官が修士以上の学位を取得することを掲

げ、その実現のためにポルトガルなど海外の大学への留学を積極的に推進している。工

学部でも全教官中 39％（26 名）の教官が海外に留学中である。 
現在、工学部に対して本プロジェクトを通して、日本の支援 3 大学とインドネシアの

スラバヤ工科大学（Institute of Technology Sepuluh Nopember：ITS）と教員レベルでのネッ

トワークが形成されつつある。また、ポルトガルの 2 大学（Evora University と Porto 
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University） も講師派遣と留学生受入れの支援を行っている。また、工学系の組織間連携

としては、龍谷大学と大学間連携協定を結んでいる。こうした外部支援を通して、教官

の継続的な能力強化が図られる可能性が高い。 
また、機材の購入・修理、スペアパーツの購入については、工学部から大学本部に申

請する仕組みになっているため、手続きに時間がかかり、入手時期のめどがたたないと

いった課題がある。本部担当者は、機材やスペアパーツの仕様や調達ルートになじみが

ないため、対応が進まないといったことも多い。したがって、機材については、予算配

分だけでなく、調達方法の改善についても本部に働きかける必要がある。加えて青年海

外協力隊（Japan Overseas Cooperation Volunteers：JOCV）の入っている機械工学科では機

材の維持管理が十分行われているが、工学部レベルでは機材リストがあるのみで、機材

管理の実務担当者が配置されておらず、登録制度なども導入されていない。こうした点

から、プロジェクト後、機材の稼働率が低下し、教育・研究活動に支障が生じる可能性

がある。 
 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 
・日本の支援 3 大学が、短期専門家派遣、研修員の受入、UNTL-FEST 教官の研究指導とい

った形でプロジェクトを継続的に支援したことは、大きな促進要因であった。 
 

(2) 実施プロセスに関すること 
・機械学科に派遣された JOCV の隊員によって、機械学科の機材の保守・修理が行われたこ

とは、プロジェクトの教育・研究活動を継続するうえで大きな促進要因であった。 
 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 
・当初、3 年制プログラムの学生が 4 年制コースに編入できることを想定していたが、プロ

ジェクト開始後、UNTL は編入を認めないことを決定した。この方針変更がプロジェクト

の成果目標達成上大きな制約要因となった。 
 

(2) 実施プロセスに関すること 
・UNTL では教官に対し積極的な海外での学位取得を奨励している。このため、教官の海外

留学による研究・教育活動の中断や延期があった。 
・プロジェクト前半の期間、JICA 内部の調達の遅れにより、機材の到着が 6～10 カ月ほど

遅れた。その結果、短期専門家による技術移転や研究プロジェクトの実施に大きな影響

があった。 
・UNTL-FEST では教育・研究を行う言語として、テトゥン語、ポルトガル語、英語の 3 言

語が認められている。この数年間、ポルトガルに留学する教官が多いこともあり、ポル

トガル語が主流化しつつある。カリキュラム、シラバスもポルトガル語で作成されるな

ど、専門家が技術移転を行ううえで言語の障害があった。 
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３－５ 結論 

本プロジェクトは、教育・研究の強化は、教育省と UNTL の優先課題であり、政策上の妥当

性は高い。また、専門的な技術を有する東ティモール人を育成する意義も高い。 
 プロジェクト活動はおおむね順調に進んでいる。教官の教育・研究への取り組み意欲が高ま

り、学部運営に関する各種会議が行われるようになるなど、プロジェクト目標達成のため、着

実に成果を産出しつつある。一方、プロジェクト開始前、3 年制プログラムの学生が 4 年制コ

ースに編入できることを想定していたが、プロジェクト開始後、UNTL は編入制度を認めない

ことを決定した。この方針変更により、4 年制学士の第 1 期生の 4 年次のプログラムは 2015 年

2 月に開始され、12 月に終了する予定である。プロジェクト期間内では 4 年制コースが終了し

ないため、めざす成果を発現することができていない。このため、プロジェクトの実施成果を

発現するため、2016 年 3 月 31 日までプロジェクトを延長することが妥当である。 
 
３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

(1) 延長期間の主要課題 
プロジェクトは、プロジェクト目標達成のため、活動の進捗が遅れている教官の研究支

援と教官による卒業研究指導と、その体制・仕組みづくりに必要なマネジメント部門の強

化に焦点を当てることを提案する。そのために、UNTL-FEST 側と今回の調査で作成した PO
の最終化を図り、実施することを提案する。 

 
(2) さらなる教官能力強化の奨励 

UNTL-FEST は研究資金へのアクセス向上、教官の研究実績についての評価、ファカルテ

ィ・ディベロップメント活動への取り組みについての評価などを行うことで、意欲の高い

教官が一層能力強化を図れるような支援を行うべきである。 
 

(3) 留学から帰国した教官による知識共有 
修士・博士課程を修了し帰国した教官は、教官間の学び合いを促進するため、ファカル

ティ・ディベロップメント活動の一環として、習得した知識や技術の発表等を行うことを

提案する。 
 

(4) 研究資金 
UNTL と UNTL-FEST は、教官のために研究資金の確保に努めるべきである。また、

UNTL-FEST は 4 年制コースの卒業研究にかかる研究経費についても予算化するべきである。

 
(5) 研究成果の広報 

UNTL-FEST は、教官の研究活動を支援するため、研究セミナーの開催や論文集の発行等

を積極的に行うべきである。 
 

(6) UNTL-FEST のオーナーシップ強化 
UNTL-FEST は、日本人専門家が主導的な役割を担っているファカルティ・ディベロップ

メント活動のクラス評価などの活動について、主体的に取り組むことを提案する。 
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(7) 卒業研究のガイドライン 
UNTL-FEST は、UNTL が作成する卒業研究の規定に準拠して、学部あるいは学科別に卒

業研究の実施要領を作成し、併せて、学生向けの指導文書を作成し、研究実施の手順、求

められる論文の水準、論文のサンプルなどを提示して、学生が十分に理解できるように努

めることを提案する。 
 

(8) 機材の保守・メンテナンス 
UNTL-FEST は担当者を配置し、機材の登録システムを導入するなど、管理の仕組みを確

立することを提言する。また、消耗品やスペアパーツの購入と機材の修理は、UNTL 本部が

行う仕組みになっており、必ずしも本部の担当者が調達方法や仕様について理解していな

いため、調達の遅延や入手困難となるケースが生じている。学長に対して実情について文

書化するとともに改善方法を提案する必要がある。この取り組みについては、UNTL-FEST
だけでは対応が難しいため、専門家チームの支援を要すると思われる。 

 
(9) 卒業生の就職支援 

UNTL-FEST は卒業生の就職率を高めるため、卒業生の進路調査、同窓会の設立、企業へ

のニーズ調査と卒業生のプロモーションなどの活動を実施することを提案する。 
 

(10) 若手教官の採用拡大 
UNTL は、不足している教官を補うため、将来、研究において中心的な役割を担えるよう

な若手人材を積極的に採用することを提案する。 
 

(11) 太陽光発電システムの活用 
UNTL-FEST は、日本政府の無償資金協力によって設置された太陽光発電システムを研究

に活用することを提案する。 
 
３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

(1) 支援大学による一貫した支援 
本プロジェクトでは、学科ごとに国内支援大学が短期専門家派遣、短期専門家派遣、研

修生の受入、UNTL-FEST 教官の研究指導といった形でプロジェクトを継続的に支援したこ

とは教官の能力向上に効果的であった。 
 

(2) 長期研修・国費留学との連携 
本プロジェクトの投入と国費留学制度を合わせ、UNTL-FEST の教官延べ 8 名（修士課程

6 名、博士課程 2 名）が支援大学へ留学した。日本の大学で研究能力を強化した教官は、積

極的に論文執筆・発表を行っており、帰国後、プロジェクトの各学科の教育・研究におい

て中核的な役割を果たしている。大学支援案件における C/P の長期研修は、教官定着の課

題はあるものの、プロジェクトの効果を高めるという点で効果が高い。 
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第１章 プロジェクトの概要 
 
１－１ プロジェクトの内容 

１－１－１ 背景 
2000 年 11 月に開校した国の唯一の公的高等教育機関である東ティモール国立大学（National 

University of Timor-Lorosa’e：UNTL）は、国づくりを担うべき技術系人材の育成の観点からイン

ドネシア時代の旧東ティモール・ポリテクニックを母体とした工学部を設置したが、教官が指導

に十分な知識を有していないことや、1999 年 8 月の直接投票後の混乱によって教育機関施設を含

む物的インフラの 7 割以上が破壊されて使用不可能であることから、教育の質が著しく低いこと

が問題となっていた。 
このような状況から JICA は東ティモール政府の要請を受けて無償資金協力による機材調達や

技術協力による専門家派遣、教官の長期研修（国費留学）等の支援を実施した。また、2006 年 4
月から 2010 年 3 月には、同大学工学部（The Faculty of Engineering, Science and Technology：
UNTL-FEST）の強化に不可欠な教官の能力向上を目的とした「東ティモール大学工学部支援プロ

ジェクト」（The Project for the Capacity Development of the Teaching Staff in the Faculty of Engineering, 
the National University of Timor-Leste：CADETES）を実施し、工学部教官の知識・技能の習得、修

士号の取得を促した。 
他方で、UNTL-FEST は教育の質の向上をめざして現行の 3 年制学士プログラムから 4 年制学

士プログラムへの移行を計画しており、学部・学科の組織としての管理運営体制の強化と、東テ

ィモールの地域社会に貢献する実践的な調査研究活動に基づくさらなる教育能力の強化の必要性

が確認されている。 
また、2010 年の国家優先課題（National Priorities）や 2011 年に策定された戦略的開発計画

（Strategic Development Plan）において、人材開発はインフラ整備と並ぶ重点課題として位置づけ

られているように、特に高等教育分野では市場ニーズに対応した高度技術者の育成のニーズは高

く、UNTL は、国のリーダーとなり得る人材育成の拠点として当該国の経済社会の発展に貢献す

ることが期待されている。 
このような状況下、東ティモール政府は引き続きわが国に対して UNTL-FEST への支援を要請

した。これを受け JICA は、「東ティモール国立大学工学部能力向上プロジェクト」（以下、本プ

ロジェクト）を 2011 年 2 月から 2015 年 1 月までの 4 年間の予定で、UNTL-FEST をカウンター

パート（Counterpart：C/P）機関とし土木・機械・電気電子の 3 分野を対象として、協力を実施し

ている。 
 
１－１－２ プロジェクトの枠組み 

PDM に基づくプロジェクトの枠組みは以下のとおり。 
上位目標 工学部から地域社会に貢献する高度技術を有する人材が輩出される。  

プロジェクト目標 工学部が適切な管理運営のもとで質の高い教育を提供する。 

成果 1 工学部における授業（講義・実験）の実施環境が改善する。 

成果 2 実践的な調査・研究活動に基づいて卒業研究指導が行われる。 

成果 3 学部の管理体制が改善される。 
PDM は、付属資料の ANNEX１を参照。 
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１－２ 終了時評価の目的 

終了時評価の目的は以下のとおりである。 
(1) プロジェクト開始に関する両政府の合意文書である討議議事録（Record of Discussions：

R/D）、プロジェクトのフレームワークであるプロジェクト・デザイン・マトリックス

（Project Design Matrix：PDM）、プロジェクト活動計画（Plan of Operations：PO）に基づき、

プロジェクトの進捗・実績を確認すること。 
 

(2) プロジェクトの促進・阻害要因を把握すること。 
 

(3) 5 項目の視点（後述）に基づき、プロジェクトを評価すること。 
 

(4) プロジェクト実施者に対して残りの協力期間でとるべき措置について提言を行うこと。 
 
１－３ 終了時評価メンバー 

(1) 東ティモール側（東ティモール国立大学工学部：UNTL-FEST） 
1) 学部長 Mr. Gabriel Antonio de Sa 
2) 副学部長（教務担当）Mr. Frederico de Carvalho 
3) 副学部長（総務担当）Mr. Justino da Costa Soares 
4) 副学部長（学生担当）Mr. Adalfredo Guterres da Silva 
5) 機械工学科学科長 Mr. Paulino Marques Cabral 
6) 土木工学科学科長 Mr. Paulo da Silva 
7) 電気電子工学科学科長 Mr. Tarcisio Freitas Savio 

 
(2) 日本側 

 担当分野 氏 名 所 属 

1 団長 角田 学 JICA 国際協力専門員 

2 機械工学 田辺 郁男 長岡技術科学大学 
テクノインキュベーションセンター センター長 

3 電気・電子工学 吉田 弘樹 岐阜大学 
工学部電気電子工学科 准教授 

4 土木工学 関根 雅彦 山口大学大学院 
理工学研究科 社会建設工学専攻 教授 

5 評価分析 井田 光泰 合同会社 適材適所 

6 協力企画 辻本 温史 JICA 人間開発部高等・技術教育課 専門嘱託 

 
１－４ 評価スケジュール 

2014 年 8 月 4 日から 8 月 21 日まで。 
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１－５ 評価方法 

終了時評価調査チームは、既存資料のレビュー、UNTL の関係者（学生を含む）、専門家等、産

業団体・企業へのヒアリング、ワークショップを通して情報を収集した。その後、プロジェクト

の実績と実施プロセスを把握し、5 項目評価を行った。具体的な内容は以下のとおりである。 
 

(1) プロジェクトの実績 
日本側・東ティモール国側双方による投入実績、活動実績、成果実績、プロジェクト目標

と上位目標の達成状況を、PDM 及び PO に沿って把握した。 
 

(2) 実施プロセス 
プロジェクトの実施プロセスを、マネジメントの方法、技術移転の方法、意思決定の方法、

先方機関のオーナーシップ等の観点からレビューし、併せて促進要因、阻害要因を把握した。 
 

(3) 5 項目評価 
5 項目評価の各視点は以下のとおり。 

 

評価項目 評価の視点 

妥当性 

東ティモール政府と受益者のニーズに対するプロジェクトの上位目標とプロ

ジェクト目標の整合性・妥当性をみる視点。プロジェクトのアプローチが問

題解決や先方政府の戦略に合致しているか、日本の ODA として妥当かどうか

みる視点。 

有効性 
計画された目標がプロジェクトによってどの程度達成されたかをみる視点。

また、PDM で明記されていなくてもプロジェクトによる直接の効果として認

められる事項。 

効率性 
投入に対してどの程度成果が上がったか、どの程度効率的にプロジェクトが

実施されたのかをみる視点。 

インパクト 
プロジェクト実施による直接的あるいは間接的なプラス・マイナスのインパ

クトをみる視点。特に、プロジェクトの上位目標への貢献度をみる視点。 

持続性 
C/P 機関によるプロジェクト成果の維持性をみる視点。プロジェクトは実施中

のため、技術、財政、組織・体制面の現状に照らして、プロジェクト終了後

の持続性（見込み）を判断する視点。 
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第２章 プロジェクトの実績 
 
２－１ 投入 

２－１－１ 日本側 
(1) 日本・ASEAN の専門家投入 

これまでにプロジェクト調整員が長期派遣され、チーフアドバイザーはシャトル派遣でプ

ロジェクト全体の運営を行っている。また、短期専門家としては、1 名が学部運営/土木工学

分野の指導、5 名のインドネシア人専門家（スラバヤ工科大学から教育指導に合計 1.6 人/月、

バンドン工科大学から 1 名の教員が 9 回のワークショップを開催）が派遣された。支援大学

3 大学による派遣実績は表２－１のとおりである。 
 

表２－１ 支援大学による派遣実績 

分 野 支援大学名 合計月数 
機械工学 長岡技術科学大学 7.33 
土木工学 山口大学 6.43 
電気電子工学 岐阜大学 7.20 
合計  20.96 

出所：専門家チーム 
詳細な専門家派遣実績は付属資料の ANNEX 2 を参照。 

 
(2) 本邦研修 

合計 19 名の教官が日本での短期研修に参加した。内訳は機械工学科 5 名、土木工学科か

ら 9 名、電気電子工学科から 5 名である。詳細については付属資料 Annex 3 を参照。また、

JICA 長期研修と国費留学制度を活用して、7 名の教官が 3 大学に留学している。 
 

(3) 機材 
総額で 89 万 824 米ドル相当の機材が供与された。主要機材としては、フライス盤、汎用

試験機（機械工学科）、水力試験機、汎用試験機、浸水試験機（土木工学科）、高速度カメラ

（電子電気工学科）等である。詳細は付属資料 ANNEX 4 を参照。 
 

表２－２ 学科別供与機材金額の内訳 

学科名 金額（米ドル） 
一般機材 44,122.82 
機械工学科向け教育研究用機材 298,099.67 
土木工学科向け教育研究用機材 335,320.98 
電気電子工学科向け教育研究用機材 213,281.02 
合計 890,824.49 

出所：専門家チーム 

 
(4) プロジェクト経費負担 

2014 年 7 月までに 20 万 8,719 米ドル分の経費が投入された。詳細は付属資料 ANNEX 5
を参照。主な使途は、航空運賃、車両代、謝金、秘書給与、セミナー・ワークショップ開催
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経費などである。 
 

２－１－２ 東ティモール側 
(1) C/P の配置 

UNTL-FESTの 3学科の教官と工学部の総務課職員がC/Pとしてプロジェクトに参加した。 
 

表２－３ C/P の内訳 

学 科 職員数 留学中の職員数 
プロジェクトに直接参加して

いる C/P 数（2014 年 8 月現在）

機械工学科 26  8 18 
土木工学科 18  7 11 
電気電子工学科 15  8  7 
総務課 23  23 
合計 82 23 59 

出所：東ティモール国立大学 

 
本プロジェクトのマネジメントについては、学部長がプロジェクト・ディレクター、工学

部の学部長がプロジェクト・マネジャーとして参加した。詳細な C/P リストは付属資料の

ANNEX 6 を参照。 
 

(2) 事務所 
UNTL-FEST は、専門家の執務スペースを提供し、光熱費等を負担した。 
 

(3) プロジェクト経費負担 
本邦研修経費の国内旅費、サイト視察の経費など工学部が負担した。 
 

２－２ 活動実績 

活 動 完了状況 実績・進捗等 
0-0 ベースラ

イン調査を実

施する。 

完了 プロジェクトでは、2011 年 7 月、2013 年 7 月、2014 年 6 月の 3
回、ベースライン調査を実施した。 

1-1 各学科が

4 年制学士コ

ースのカリキ

ュラムを作成

する。 

完了 4 年制のカリキュラム策定については、当初国の標準カリキュラム

への準拠を想定したが、その後、工学部の方針で欧州単位互換制度

（European Credit Transfer and Accumulation System：ECTS）と呼ばれ

るヨーロッパの単位認定基準に合わせることとなった。ECTS に準拠

したカリキュラムは 2014 年 1 月にドラフトが作成された。この活動

について、専門家はワークショップを通して指導・助言を行った。 
1-2 工学部が

4 年制学士コ

ースに十分な

能力のある教

官を配置する。 

実施中 3 年制コースから 4 年制コースに円滑に移行するためには、適切な

教官の配置計画が必要である。工学部と各学科では、留学による欠

員や教えられる教科などを配慮しながら、計画を準備中である。こ

の計画づくりは、工学部の学術委員会を通して作成される予定であ

る。 
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1-3 教官がシ

ラバスと教材

を用意する。 

ほぼ完了 ECTS に準拠したシラバスの作成作業はほぼ完了した。機械工学科

と土木工学科は 2014 年７月に最終化し承認されている。電気電子工

学科は 32 のうち 29 のシラバスが作成済みで、残り 3 つについても

早急に作成する予定である。 
1-4 教官が 4
年制コースの

ための教育方

法 を 学 習 す

る。 

実施中 教授法の技術移転は、主に短期専門家による特別講義やインドネ

シアの大学教員による指導、本邦研修等を通して実施された。正副

学科長へのインタビューによれば、おおむね特別講義は教授法改善

のアイディアを得るなどの点で効果があったとしている。講師が事

前に各学科長と綿密な打合せを行い、発表資料を十分準備すること

で効果を高めた。 
 

表２－４ 特別講義一覧 

出所：専門家チーム 

学

科 講義タイトル（英文のまま） 講 師 講義

人数

機

械 
Research with originality and application 
of CAE 

長岡技術科学大学 1 

土

木 
Site management, structural design, 
Database System for Road Maintenance, 
GPS System, Importance of water quality 
for human life, Let’s try to design a 
strong bridge 

山口大学、DRBFC（コ

ン サ ル テ ィ ン グ 企

業）、片平エンジニア

リング（コンサルティ

ング企業）、公共事業

省 

7 

電

気

電

子 

Amorphous semiconductor technologies, 
Electromagnetic Environment and its 
Standardization, Electromagnetism in 
recent HV and EV, solving a system of 
linear equations by the computer, class 
management, Instance of research 
collaborated with NEDO, Circuit Design 
Challenges for Next Generation 
Large-Scale Integrated Circuit (LSI), 
Recent trends of next generation 
vehicles, Development of Computational 
Electromagnetics 

岐阜大学 8 

1-5 ファカル

ティ・ディベ

ロップメント

委員会がシラ

バ ス を 見 直

す。 

未実施 シラバスは現在作成中であり、2015 年度（2015 年 10 月から 2016 年
11 月）に試行しながら、毎学期見直しを行う予定である。 

1-6 ファカル

ティ・ディベ

ロップメント

委員会が主導

し、教官がク

ラス評価を行

う。 

実施中（工

学部の役割

拡大必要） 

クラス評価はフォーマットを活用し、毎学期末に各科目について

実施している。プロジェクト開始後これまでに 7 回継続的に実施し

ている。評価結果はファカルティ・ディベロップメント委員会で報

告すると同時に、掲示板に掲載している。クラス評価フォーマット

の手配・準備、データ入力、分析などはまだ専門家チームが主導し

ている。各学科長によれば、クラス評価の意義がよく理解されてき

ており、クラス評価を行うことも定着してきたので、分析なども各
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学科で担当できるようにしたいという意思表明はあった。副学部長

（学術担当）、正副学科長、学生代表へのヒアリングによれば、クラ

ス評価の結果を受けた具体的な改善策や対応策はまだとられていな

い。  
1-7 各学科が

4 年制コース

のための機材

を設置する。 

完了 3 学科への機材供与は大幅に遅れたが、現在既に設置済みである。

機材管理についてはさらに改善が必要である。機械工学科では機材

リストは作成済みで、ラボコーディネーター（技官）と協力隊員が

機材リストの更新、機材の日常点検・修理等を行っており、一部修

理待ちの機材を除き活用できる状態で維持されている。土木工学科

と電気電子工学科では機材リストはあるが更新されていない。また、

使用できる状態かどうかなど記録されていない。工学部では、機材

管理担当の役割分担など明確でなく、ラボ助手も不足している（一

時的に総務部の職員が担当するなどの措置がとられている）。また、

機材・スペアパーツ、消耗品の購入などは、すべて工学部が直接行

うことはできず、本部の調達担当部門に申請する。本部の調達担当

は、専門的な機材やスペアパーツの仕様や調達ルートに不慣れなた

め、調達に時間がかかることや、場合によっては調達できないとい

う状況になるケースがある。 
2-1 教官が研

究ニーズを特

定する。 
 

完了 研究テーマ設定の参考とするため、企業や公共事業のサイト訪問

等を実施した。 
 

表２－５ 訪問先一覧 

  日 時 訪問先 学 科 
1 2011 年 7 月 ヘラ発電所 電気電子工学科

2 2011 年 9 月 Fatuahi 6.7km（建設サイト） 
CDRW プロジェクトサイト 

土木工学科 

3 2012 年 3 月 Bemos Dili 給水施設 土木工学科 
4 2012 年 6 月 IGE Machinery Management（企業） 機械工学科 
5 2013 年 10 月 “Our Roads Our Future - Supporting Local 

Governance and Community Based 
Infrastructure Works (OROF プロジェク

ト)” 

土木工学科 

出所：専門家チーム 

2-2 教官が研

究プロポーザ

ル を 作 成 す

る。 
 

完了（2016
年度も実施

〜より多く

の教官参加

必要） 

プロジェクトでは初年度から毎年、教官に研究プロポーザルの提

出を求めている。表２－６で示すとおり、過去 4 年間の採択研究プ

ロジェクト数は累計 37 件で、継続研究も多いが、2011 年の 6 件から

2014 年の 12 件へと件数は増加している。2014 年度をみるとプロポ

ーザルの提出数は 13 件で、そのうち 12 件が承認され、研究に参加

している教官は 13 名である。正規教官 59 名中 23 名が海外留学中の

ため、現在工学部で教鞭をとる 36 名中 13 名が参加していることに

なる。 
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表２－６ 学科別教官の研究参加状況（2014 年度） 

学

科 
研 究 プ

ロ ポ ー

ザル 

研究参加

者数/全教

官数（留学

中除く） 

他の教官が研究に参加していない理由（正副

学科長・教官へのヒアリングによる） 

機

械 
4 4/18 他の教官にとっての制約要因は、言葉の問題

（英語力不足）と機材不足。指導を受けられ、

機材が揃えば、より多くの教官が参加できる

と思われる。 
土

木 
3 5/11 4 名は言葉の問題がある。土木工学科では特定

した優先分野すべてで研究を進めたい意向。

電

気 
5 6/7 ほぼ全員が参加している。 

合

計 
12 15/36  

出所：専門家チーム、正副学科長・教官へのヒアリング結果 

2-3 教官（と

学生）が実践

的な研究を行

う。 

実施中 表２－７のとおり、4 年間で研究プロジェクト数、参加教官数とも

増加傾向にある。研究は支援大学の指導教官の指導の下、工学部で

の研究と本邦研修を通して実施されている（研究プロジェクト一覧

については付属資料 ANNEX 7 を参照）。 
 

表２－７ 研究活動の実績 

会計 
年度 

承認済研究プロポー

ザル 参加教官数 発表件数 出版

 機

械 
土

木

電

気

合

計

機

械

土

木 
電

気

合

計 
中間

発表 
結果

発表
要
旨 

／
発
表
資
料

2011 2 2 2 6 3 3 2 8 6 6 6
2012 3 2 3 8 4 4 3 11 8 8 8
2013 4 3 4 11 5 6 4 15 11 11 11
2014 4 3 5 12 4 4 5 13 12 12 12
合計 13 10 14 37 16 17 14 47 37 37 37

出所：専門家チーム 

 
多くの研究プロジェクトは現在も継続中で、一部プロジェクトは、

参加教官の海外留学や機材設置の遅れ等により、遅延・中断したも

のもある。研究プロジェクトの促進を支援するため、 2014 年から追

加的に短期専門家を派遣する予定である。 
正副学科長へのヒアリング結果による各学科の研究実施状況は以

下のとおり。 
機械工学科 

多くの教官はまだ研究の進め方に経験がないため、専門家による

指導は非常に重要で感謝している。一般的に言って、日本への留学

組は研究に積極的に参加している（ポルトガルの大学では単位取得

のみで修士が取得できることなども起因している可能性がある）。 
土木工学科 

多くの教官はまだ研究の進め方に経験がないため、専門家による
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指導は非常に重要で感謝している。また、研究のためにはまだ機材

が不足している。 
電気電子工学科 

3 件のプロジェクトは既に終了し、2 件は継続中であるが、2015 年

度末までには成果を発表できる見込みである。正副学科長にとって

課題なのは、研究は基本的に各教官と日本の支援大学の担当教官と

の間で進められているので、学科としてどのように研究活動をモニ

タリングするかといった経験などがあまり蓄積できていない。 
2-4 教官が実

践的な研究の

経験を共有す

る。 
 

実施中 プロジェクトでは毎年 2 回、中間発表セミナーと年度末の報告セ

ミナーを開催し、研究参加者全員が毎回研究の進捗・結果の報告を

行っている。 
 

表２－８ 研究セミナー開催実績 

  日 時 セミナー名 セミナーの内容 参加者 
1 2011 年 9 月 第 1 回リサーチセ

ミナー 
Research Progress in 
JFY2011 

68 

2 2012 年 3 月 第 2 回リサーチセ

ミナー 
Research Result in 
JFY2011 

46 

3 2012 年 11 月 第 3 回リサーチセ

ミナー 
Research Progress in 
JFY2012 

31 

4 2013 年 3 月 第 4 回リサーチセ

ミナー 
Research Result in 
JFY2012 

30 

5 2013 年 11 月  第 5 回リサーチセ

ミナー 
Research Progress in 
JFY2013 

55 

6 2014 年 4 月 第 6 回リサーチセ

ミナー 
Research Result in 
JFY2013 

70 

出所：専門家チーム 
 
工学部では VERITAS という UNTL が発行する寄稿論文集の第 2

号として、工学部の論文をまとめて出版するため準備を進めている 
（機械：5 報、土木：2 報、電気：2 報）。  

 
また、本プロジェクトでは、以下のセミナーを開催し、高等教育

のあり方についての意見交換を行い、研究経験の共有を図った。 
 

表２－９ セミナーの内容 

 日 時 セミナータイトル 内 容 参加者数

1 2013年 12月 東ティモールにおけ

る高等工学教育フォ

ーラム 

東ティモールの工学

系教育のあり方につ

いて 

106 

2 2014 年 1 月 道路沿いの地すべり

についての共同セミ

ナー 

斜面保護の方法 75 

出所：専門家チーム 
 
本プロジェクトを契機として、JICA 長期研修プログラムと国費留

学制度を活用し、工学部の教官が日本の支援大学で修士・博士課程

に進んでいる。これら留学生による研究は大きく前進している。詳

細については「３－４ インパクト」を参照。 
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2-5 教官（と

学部）が学生

指導の方法を

確立する。 

実施中 4 年制コースの卒業研究の規定については、UNTL 本部がドラフト

を作成し、2016 年度の授業開始前に承認される予定である。この規

定に沿って、工学部でも早急に実施要領の作成を行う必要がある。

学生へのインタビュー（「３－２ 有効性」の BOX 欄参照） によれ

ば、第 1 期生ということもあり、論文のサンプルもないので、3 年制

コースで作成する最終ペーパーと卒業論文の違いが不明瞭である。

したがって、今後、実施要領だけでなく、学生用の説明文書・オリ

エンテーションが必要である。また、卒業研究のテーマ選択につい

て、3 年制コースの場合、学生が自由に選択できることになっている

が、4 年制コースでは、教官がテーマを提示するという方法も導入す

る予定である（今回調査のワークショップでは、両方のやり方が認

められるとの学部長の発言があった）。どの程度、教官がテーマ選定

に関与するのか事前に十分把握し、この点についても実施要領やオ

リエンテーションで学生に明示する必要がある。 
2-6 工学部が

実践的な研究に

基づく卒業論文

を導入する。 

未実施  

2-7 教官が学

生発表を通し

て、卒業論文

を評価する。 

未実施  

2-8 各学科が

卒業論文を取

りまとめて発

行する。 

未実施 3 年制コースの最終ペーパーについても、毎年学生が 2 部作成し、

学科と図書館で保管する仕組みになっており、現状では、4 年制コー

スについても同様の取り扱い方となる予定である。 

2-9 各学科が

研究用機材を

設置する。 

完了 これまでの供与機材は既に設置され、研究活動に活用されている。

3-1 工学部が

工学部の憲章

に基づき、学

術能力向上の

ための委員会

を組織する。 
. 

完了 工学部では、これまでに複数の組織を立ち上げている。プロジェク

トで直接支援していない組織を含め、以下にこれまでの活動を示す。

工学部会議 
工学部の全体会議で原則 1 週間に 1 回開催する。議長は学部長で、

参加者は副学部長、5 学科の学科長・副学科長である。学術委員会と

運営委員会は、工学部会議内の委員会として位置づけられる。工学

部会議の結果はこの 2 つの委員会に反映する。 
学術委員会 

プロジェクト開始時、教育・研究活動を組織的に推進する場がな

かったため、ファカルティ・ディベロップメント委員会を設置した

が、定期的に開催されず機能しなかった。2013 年 7 月、工学部は、

承認された憲章の規定に沿って、学術委員会を設置し、これまでに 4
回開催されている。議長は学術担当の副学部長で他のメンバーは 5
学科の副学科長である。主な議題は当面の課題であった ECTS の基

準に準拠したカリキュラムやシラバスの作成であった。 
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ファカルティ・ディベロップメント委員会 
ファカルティ・ディベロップメント委員会は 2013 年 7 月に設置さ

れ、これまでに 4 回開催され、主な活動はクラス評価の実施と結果

の発表等である。ファカルティ・ディベロップメント委員会は学術

委員会の作業部会という位置づけである。 
3-2 工学部が

工学部の憲章

に基づいて、

運営能力向上

のための委員

会 を 組 織 す

る。 
 

完了（機能

強化必要） 
運営委員会 

プロジェクト開始時から運営委員会の設立について議論されてい

たが、憲章の承認待ち等の理由により、実際に設立したのは、2013
年 8 月で、その後 5 回開催されるなど、徐々に機能し始めている。

議長は総務担当の副学部長で、メンバーは 5 学科の学科長である。

これまでの主な議題は予算に関する事項で、副学部長によれば、学

部運営強化の重要性はよく理解されるようになったという。また、

機材管理の仕組みづくりやアクションプランづくり、研究資金獲得

のための方策、4 年制コースの学生の卒業論文に係る経費負担の方法

など、専門家の助言を求めている。 
3-3 運営能力

向上のための

委員会が毎年

のアクション

プランを作成

する。 

実施中 プロジェクトでは、運営能力向上のために、まず工学部教官の基

本的理解の向上を図るため、インドネシアのバンドン工科大学から

専門家を派遣し、ワークショップを通してミッション、ビジョンづ

くりなどに取り組んだ。今後、ワークショップで得た知識を生かし

て、2016 年度からアクションプランづくりを行う。 
 

表２－10 ワークショップ開催実績 

  時 期 ワークショップのテーマ（英文タイトル） 参加者数

1 2011.9.12 – 
2011.9.15 

Basic Concept of Faculty Management 22 

2 2011.12.4 – 
2011.12.7 

Faculty Development and Class Evaluation 20 

3 2012.5.30 – 
2012.6.2 

Vision, Mission, Educational Goal and 
Objectives 

20 

4 2012.9.11 – 
2012.9.14 

Alignment of Educational Objectives and 
Curriculum 

16 

5 2013.1.21 – 
2013.1.24 

Syllabus 20 

6 2013.6.12 – 
2013.6.14 

Education Assessment and Evaluation 21 

7 2013.9.23 – 
2013.9.26 

Engineering Instructional Development 18 

8 2013.12.2 — 
2013.12.5 

Improving faculty management system 11 

9 2014.5.28 – 
2014.5.31 

Outcome Based Education 20 

出所：専門家チーム 

3-4 教官がア

クションプラ

ンに基づき、

運営能力を高

める。 

未実施 まだアクションプランは作成されていない。 
〔その他〕プロジェクトではこれまで、内部規定、同窓会設立、卒

業生へのフォローアップについてガイドラインの作成を進めていた

が、工学部で作成していた憲章と整合性をもたせるため、保留され

ている。また、今後、アクションプランを作成するためスラバヤ工

科大学を視察し、参考とする予定である。 
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3-5 運営委員

会が定期的に

工学部の運営

状況のレビュ

ーを行う。 

実施中 2013 年 10 月より運営委員会が機能している。運営状況の組織的な

レビューはまだ実施されていないが、1 回目のレビューを毎学期末に

行うことを予定している。 

  
２－３ 成果・プロジェクト目標・上位目標の実績 

指 標 達成度 実績、進捗、課題等 
成果１ 
1.1 工学部の 4 年制

学士プログラムのカ

リキュラムが ECTS
に基づいて整備され

る。 
 

ほぼ達成 工学部では 4 年制コースを 2012 年に開始した。同コースを開

始した後、UNTL は、国の標準カリキュラムではなく、EU 諸国

に単位認定される ECTS に沿ったカリキュラムとすることを決

定した。この変更による大きな影響はなく、カリキュラムと教

材の一部を修正することで対応が可能である。現在、その修正

作業中である。 
1.2 4 年制学士プログ

ラムのカリキュラム

に従い、90%以上の

科目でシラバスが整

備される。 

達成済み 進捗状況は以下のとおり。 
（機械工学科）全科目（48）について ECTS に準拠したカリキ

ュラムに従いシラバスを作成済み。（100%） 
（土木工学科）全科目（44）について ECTS に準拠したカリキ

ュラムに従いシラバスを作成済み。（100％） 
（電気電子工学科）全科目（44）に対して、ECTS に準拠したカ

リキュラムに従い 32 のシラバスのうち 29 が作成済み。（90.2％）

1.3 ファカルティ・デ

ィベロップメント委

員会により、毎年カリ

キュラム、シラバスが

レビューされる。 

未達成 1 回目のレビューは 2014 年度のコース終了時に実施する予定

である。このレビューに向けて、ファカルティ・ディベロップ

メント委員会（あるいは学術委員会）がレビューの方法等を事

前に検討する必要がある。 

1.4 90% 以上の授業

において、工学部教

官により講義ノー

ト・実験実習書が整

備される。 

達成 3 学科の学科長・副学科長によれば、講義ノート・実験実習書

は担当教官が個々準備済みとしており、教官へのインタビューで

も各教官がそれぞれに準備していることが確認された。今後、シ

ラバスの見直しを通して、講義ノート・実験実習書の改善を図る

予定である。また、2016 年度から工学部では全科目について担当

教官の責任で学生用のテキストを用意（製本して提供）する方針

があるため、今後、教材の標準化が進むことが期待される。 
成果 2 
2.1 合意された基準

に基づき、90％以上

の卒業論文が、最終

試験を通過する。 

未達成 プロジェクト開始前、3 年制プログラムの学生が 4 年制コース

に編入できることを想定していたが、プロジェクト開始後、

UNTL は編入制度を認めないことを決定した。この方針変更に

より、成果 2 の指標達成は困難となった。4 年制学士の第 1 期生

の 4 年次のプログラムは 2015 年 2 月に開始され、12 月に終了す

る予定である。 
2.2 4 年制学士プログ

ラムにおいて、実践

的な調査・研究活動

未達成 2.1 と同じ。 
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に基づく卒業研究の

指導が行われる。 
2.3 4 年制学士プログ

ラムに基づく学生によ

る卒業研究の成果品

が、毎年作成される。 

未達成 2.1 と同じ。 

成果 3 
3.1 学部（学科）の活

動計画が  80％以上

達成される。 

未達成 工学部では毎年の予算計画を策定するようになったが、予算

以外も含めたアクションプランについてはまだ作成していな

い。工学部では、運営委員会の枠組みを使って、2015 年度から

年次アクションプランの作成に着手する予定である。 
3.2 学部（学科）の管

理状況のレビューが

毎学期ごとに実施さ

れる。 

達成済み

（さらに

質の改善

は必要） 

工学部運営委員会は 2013 年 8 月に設置され、これまでに 5 回

の会議が開催され、学期ごとに定期的に実施されている。これ

まで、委員会の主要議題は予算計画である。学術委員会も同時

期に設置され、主に ECTS に沿ったカリキュラムの作成を行っ

た。ファカルティ・ディベロップメント委員会は 2013 年 7 月か

ら 4 回開催され、学術委員会の作業部会としてクラス評価を行

っている。管理委員会については、アクションプランの策定、

機材の維持管理の仕組みづくりなど、具体的な改善に向けた活

動が求められる。 
プロジェクト目標 
1. 学生の  70％以上

が工学部の教育内容

に満足する。 

未達成 4 年制コースの卒業生による満足度は現段階では測定できな

い。参考情報として、2014 年 5 月に実施した 3 年制課程の卒業

生に対する質問票調査では、77.8％の学生が工学部の教育に満足

と回答している。 
 
表２－11 卒業式での学生への質問票調査結果（2014 年 5 月）

満足度 回答数 割合（％）

「非常に満足」 3 11.1
「満足」 18 66.7
「あまり満足でない」 4 14.8
「非常に不満」 2 7.4
合計 27 100

出所：2014 年 5 月質問票調査集計結果 

2. 工学部の学生の卒

業率が向上する。 
 

未達成 3 年制コースの卒業生については、3 年で卒業する学生の割合

は 30～40%程度で、多くの学生が、5～6 年で卒業しているが、

さらに長期間かけて卒業する学生も一定数存在する。これは工

学部では在籍というコンセプトがなく、何年かけても単位を取

得すれば卒業できるため、経済的理由や就業先やインターン先

を事前に確保するために、学業途中で就業することが慣習化し

ている。4 年制コースについては 6 年以内に卒業することが義務

づけられているため、卒業率は改善する見込みである。 
3. 学生による授業評

価の結果、各科目に

おいて平均  60％以

達成中 2009 年 3 月から 2013 年 12 月までに 8 回のクラス評価が実施

された（プロジェクトの支援がなかった 2010 年は実施されてい

ない）。このなかで各教科について、5 段階で満足度調査が実施
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上の満足ポイントを

得る。 
されている。表２－12 の示すとおり、徐々に評価ポイントは向

上している（2013 年 12 月の結果では、71.8％の満足度）。なお、

本調査は 2013 年 12 月から UNTL-FEST が中心となって実施して

いる。2013 年 12 月の調査は引き継ぎ時の混乱により、対象者数

が一時的に落ち込んでいるが、その後はプロジェクトのモニタ

リングの下、適切な調査が行われている。 
 

表２－12 クラス評価の結果 

年 2009 2009 2011 2011 2012 2012 2013 2013

月日 3/2 8/2 8/2 12/2 6/2 12/2 6/2 12/2

評価対象 
教科数 

61 38 47 47 72 63 93 36

ポイント 3.15 3.21 3.43 3.32 3.37 3.32 3.53 3.59
満足度（％） 63.0 62.4 68.6 66.4 67.4 66.4 70.6 71.8

出所：クラス評価結果集計結果 

上位目標 

工学部の  4 年制学士

プログラムの卒業者

数が  2018 年までに 
300 名を超える。 
 
 
 
 
 
 
卒業生の  60％以上が

専攻分野に関連した

業務に就業する。 

3 学科における 2012 年の入学生は 208 名（機械：36、土木：88、電気：

84）、2013 年は 219 名（機械：69、土木：75、電気：75）であった。2018
年までに 4 期が卒業年を迎えるため、卒業予定者は 800 名を超える予定で

ある。現在、3 年制課程の修了者の卒業率（3 年間で卒業する率）は 3 割程

度なので、この比率を 4 年制に当てはめると 2018 年までに 240 名程度の学

士が卒業することになる。4 年制コースについては、6 年以内に卒業するよ

う大学から通告されているため、卒業率はこれまでより改善する見込みで

ある。ただし、工学部としても、引き続き、学生に 4 年間で卒業するよう

呼びかける必要がある。 
 

まだ 4 年制コースの卒業生は出ていないため、この指標の達成度を測る

ことはできない。2014 年 5 月、3 年制課程の卒業生に対する質問票調査で

は、37%（10/26）が就業している（非正規を含む）。この数字は卒業式時の

数字なので、フォローアップ調査を行うと数値はもっと高い可能性がある

が、いずれにしても、4 年制コース修了者の就業先について、工学部も積

極的に就職支援を行う必要がある。 
 

表２－13 卒業生の就職状況（2014 年 5 月） 

回答者数 No. % 
就職（正規） 3 11.5 
就職（非正規） 7 26.9 
進学 5 19.2 
求職中 11 42.3 
合計 26 100.0 

出所：卒業生への質問票調査結果 
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２－４ 実施プロセス   

(1) 技術移転 
プロジェクトの研究活動推進において専門家派遣と本邦研修は極めて重要であった。本邦

研修では、UNTL-FEST の教官が日本の支援大学において、研究のできる環境で個々の研究

を進めることができるため、非常に効率的であった。他方、プロジェクト前半では、機材供

与が大幅に遅延したため、UNTL-FEST における研究活動を円滑に進めることができなかっ

た。本プロジェクトでは、インドネシアのスラバヤ工科大学とバンドン工科大学の教員を派

遣し、インドネシア語を生かして、主に教育と工学部の計画づくりの支援を行った。また、

工学部に派遣された青年海外協力隊（Japan Overseas Cooperation Volunteers：JOCV）は、機械

工学科での指導や機材保守・修理などの面で重要な役割を果たした。 
 

(2) プロジェクト・マネジメント 
1) プロジェクト全体の管理 

プロジェクトの前半部分では、プロジェクトのマネジメントは、個々の C/P と専門家の

打合せを積み重ねるといったスタイルをメインに進められた。プロジェクトをより組織的

な取り組みとするため、2013 年 6 月、双方の協議に基づき、プロジェクトの運営委員会を

定期的に開催し、PDM と PO に沿って進捗状況のモニタリングを行うこととした。これま

で、2～3 カ月に 1 回、同委員会を開催している（2014 年 8 月まで 7 回開催）。同委員会に

は、工学部側から、学部長、副学部長、学科長、副学科長が参加している。情報工学、地

質・石油工学科からも参加している。 
2) 工学部内の組織づくり 

プロジェクト当初、ファカルティ・ディベロップメント委員会は設置されたが、機能し

なかった。しかし、工学部憲章が正式に承認された 2013 年以降、憲章の規定に沿って、

工学部は、運営委員会、学術委員会を設置し、ファカルティ・ディベロップメント委員会

も活性化され、組織的な取り組みが進んでいる。これまで、運営委員会は主に年間の予算

計画について議論をしている。学術委員会では、4 年制コースのカリキュラムやシラバス

の準備についての議論が行われた。ファカルティ・ディベロップメント委員会は、学術委

員会の作業部会として認識されており、主な役割はクラス評価である。プロジェクトでは、

2014 年度から、研究活動をモニタリングするため、教官から四半期報告書の提出を求める

とともに、進捗促進のために追加的に短期専門家を派遣する予定である。 
3) 意思決定・合意形成 

プロジェクトの全体方針に関する意思決定機関は合同調整委員会（Joint Coordinating 
Committee：JCC）である。本プロジェクトでは、表２－14 のとおり、これまでに 4 回開催

された。 
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表２－14 JCC の議題 

会 議 日 時 主要議題 
1 回目 2011 年 3 月 ・プロジェクトの概要説明 

・既存の工学部の計画と本邦研修についての質疑応答 
2 回目 2012 年 6 月 ・ワークプランに沿った進捗報告 

・工学部の PR、PDM の修正、PO の修正について 
3 回目 2013 年 4 月 ・進捗報告、ワークプランの承認、中間レビュー報告 

・中間レビューの提言についての議論 
4 回目 2014 年 4 月 ・進捗報告、ワークプランの承認、PDM の改訂、3 支援大学か

らの提言 
 

JCC は年 1 回定期的に開催され、大学関係者（学長、工学部長、副部長、教官）、長期専

門家、支援大学の短期専門家、JICA 事務所、教育省が参加した。主な決定事項は、毎年の

ワークプランの提案・承認、進捗報告、PDM の改訂であった。 
 

(3) オーナーシップ 
4 年制コースのカリキュラム開発やシラバスの準備は、UNTL が主体的に取り組んだ。他

方、ファカルティ・ディベロップメントなどではまだ専門家チームが主導的な役割を担って

いる。今後は、特に以下の活動について工学部の主体性を高める必要がある。 
・クラス評価（特に質問票の配付、データ入力、集計結果の分析、結果のフィードバック） 
・各学科による研究活動のモニタリング、促進・支援 

こうした活動について、各業務の担当者を明確にして、業務の移管を進める必要がある。 
 

(4) 大阪ガス国際交流財団との連携 
大阪ガス国際交流財団は、2013 年から 20 名の工学部学生に対して 500 米ドルの奨学金を

提供し、2 名の教官に対して 2 週間の本邦研修の機会を提供している。これらの機会は教官・

学生にとって良いインセンティブとなっている。 
 

(5) 対象学科以外への波及効果 
本プロジェクトでは UNTL-FEST の 3 学科を支援対象としている。工学部には 5 学科ある

が、情報工学科と地質・石油工学科はプロジェクト開始当初、オーストラリアが支援してい

たため、この 2 学科を除く 3 学科を対象とした。ただし、工学部全体の取り組みである運営

委員会や学術委員会には 2 学科も参加している。 
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プロジェクトが支援する３学科以外の学科の状況について 

地質・石油工学科 
2012 年に開設され、4 年制コース定員 50 名。2014 年度の登録学生数は 101 名。教員数は

7 名（修士 6 名、学士 1 名）で、6 名が非常勤講師。現在他ドナーの支援はなく、ラボ・フ

ィールド調査用の資機材がほとんどない（ドナープロジェクト関係者しか使えないため）。

また、教室が 2 部屋しかない。当面、施設面を含め教育の改善が優先課題である（ワークシ

ョップでの学科長のプレゼンテーションによる）。 

 

情報工学科 

2008 年に設立。3 年制コースと 4 年制コースがある。 2014 年の登録学生数は 271 名。教

員数は 14 名で、修士 6 名、8 名が 3 年・4 年制コースの学士で、3 名が留学中。14 名中 3 名

は非常勤講師。就職率は 74％で携帯会社など通信関係の就職率が良い。3 学科と同様、4 年

制コースの充実（卒業研究の指導能力強化など）と教員の修士取得が当面の課題である（ワ

ークショップでの学科長のプレゼンテーションによる）。 
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第３章 5 項目評価結果 
 
３－１ 妥当性 

妥当性は非常に高い5。 
・東ティモール政府の戦略的開発計画（2011～2030 年）では、人材育成、重要産業の強化、イン

フラ整備を 2011〜2015 年の短期目標として掲げている。また、UNTL の戦略計画でも、教育

の質の向上と研究の強化を重点課題としており、「工学部が適切な管理運営のもとで質の高い

教育を提供する。」という本プロジェクトの目標は、政府及び大学の政策課題に合致している。 
・東ティモールで高等教育を受けた労働人口は非常に小さく、質の高い労働人口の不足は、国家

開発を進めるうえでのボトルネックとして認識されている6。「東ティモールにおける公共支出

の雇用創出効果に係る情報収集確認調査報告書」（2014 年 6 月）によれば、現在労働人口の 6
割を占め、今後 20 年間大幅な増加が見込まれる若年層の教育の受皿を増やすことと7、現在外

国人によって占められている専門職、技術職を地元人材で充足させていくことなどが求められ

ている8。こうした点が、東ティモールで高等教育を強化する今日的な課題であり、本プロジェ

クトは課題解決に貢献するものである。 
・現在は、地場産業もまだ極めて脆弱で、大きな労働市場はないが9、供給側である UNTL の卒業

生数も少ないため、現時点では就職先を見つけることはそれほど困難ではない状況にある（「３

－４ インパクト」参照）。ただし、今後、4 年制コースの卒業生が増加するようになると、需

要側の状況を十分に把握する必要が生じる。 
・日本政府の東ティモールに対する援助方針（2012～2017 年）では、経済基盤の構築、農業・農

村開発、公共部門の能力強化の 3 つを優先プログラムとして位置づけている。本プロジェクト

は、経済基盤構築のなかで、民間セクターのための環境整備の一貫とした工学系教育を強化す

る事業として位置づけられている。 
・本プロジェクトは CADETES プロジェクト（2006～2010 年）の後継プロジェクトで、日本の支

援大学が 2006 年以降、継続的に協力している（長岡技術科学大学と岐阜大学は CADETES プロ

ジェクトから、山口大学は本プロジェクトから支援）。したがって、支援大学も UNTL の現状

や教官の能力について知見を有しており、UNTL 側からも高い評価を受けていることから、本

プロジェクトにおいても、同様の枠組み（長岡技術科学大学は機械工学科、岐阜大学は電気電

子工学科、山口大学は土木工学科を支援）で実施することは妥当性が高い。 
・本プロジェクトは UNTL-FEST の 3 学科を支援対象としている。工学部には 5 学科あるが、情

報工学科と地質・石油工学科はプロジェクト開始当初、他ドナーが支援していたため、この 2

                                                   
5 4 段階（非常に高い、高い、一部課題がある、低い）でスコアづけした。 
6 Labor Force Survey（2013）によれば、15 歳以上の労働人口の教育レベルによる内訳は、初/中等教育しか受けていない人口

が 84％を占める。高等教育を受けた人口は 8.8％となっている。 
7 Labor Force Survey（2013）によれば、年齢層別人口は 20～24 歳: 8 万 4,600 人、15～19 歳: 11 万 5,000 人、10～14 歳: 14 万

2,200 人、5～9 歳: 19 万 9,800 人となっており、10 年以内に大学入学希望者が大幅に増加する見込みである  
8 Secretary of State for Professional Training and Employment Policy（雇用促進局）によれば、2014 年上半期に労働許可を取得し

た外国人は 616 人で、内訳はインドネシアが 396 人と最も多く、次いでフィリピン 80 人、中国 41 人などとなっている。登

録申請していないケースもあり、実数はこの数字をかなり上回るという。 
9 Labor Force Survey（2013）によれば、産業別雇用者数は次のとおり。建設 1 万 1,800（700）人、製造 1 万 1,400（1,800）人、

情報通信 3,700（1,600）人、農林水産業 7 万 6,900（900）人など。（ ）内はマネジャーとプロフェッショナル（エンジニア）

の数。ちなみに、第二次産業全体におけるマネジャーとプロフェッショナルの総数は 2,600 人である。 
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学科を除く 3 学科を支援した経緯があり、妥当であった10。 工学部に対しては、海外の大学が

留学生受入れや教員派遣を行っているが、プロジェクトベースによる他の援助機関等の支援は

なく、重複する事業はない。 
 
３－２ 有効性 

プロジェクトによる重要な事業効果である 4 年制コースの卒業生は 4 年間のプロジェクト期間

内に卒業まで至らないため、現段階では有効性は不十分である。 
・プロジェクト目標は、「工学部が適切な管理運営のもとで質の高い教育を提供する。」ことであ

るが、プロジェクト期間内では 4 年制コースが終了しないため、その成果を測ることはできな

い。ただし、3 年制プログラムの卒業生の状況（クラス評価の結果、就職率、教育の質につい

ての満足度など）から、4 年制コースの卒業生についても、良好な結果が得られる見込みは高

い。クリアすべき指標は、①卒業生による工学部の教育に対する高い満足度（60％以上）、②

高い卒業率、③クラス評価による高評価（60 ポイント以上）で、それぞれに対応する 3 年制課

程の状況は以下のとおりである。 
‐ 2014 年に実施された卒業式での調査において 80％以上の卒業生が工学部の教育に満足であ

ると回答した。 
‐ 4 年制コースについては 6 年間以内での卒業が義務づけられているため、4〜5 年で卒業する

学生が増加することが見込まれる。 
‐ これまでのクラス評価では毎回 60 ポイント以上を維持している。 

・工学部において 4 年制コースにふさわしい教育・研究を行うための環境・体制をつくることが

本プロジェクトのめざす目標といえる。その点で、日本の 3 支援大学で、研究能力を身につけ、

国際的に求められる水準を理解する留学組が帰国し、彼らが中心となって、整備された環境・

体制を生かして、工学部の教育・研究活動を大幅に高めるという工学部強化のストーリーが想

定される。そうした観点からみると、工学部における環境・体制づくりはまだ途上にあるとい

える。研究資金への申請の仕組みづくり、意欲ある教官が評価されるような仕組みづくりなど

帰国した留学生が積極的に研究に取り組むための環境・体制をさらに整備する必要がある。 
 

（参考）学生へのインタビュー結果 
2014 年 8 月 8 日 UNTL-FEST で、2016 年度 4 年生となる 3 学科の学生 7 名（学生会の役員全員）

へのインタビューを行った。特徴的な声は以下のとおり。 
クラス評価について 

クラス評価は非常に良い取り組みだと思う。ただ、評価結果についても大学が発表してほしい。
いまのところ、評価結果に基づく改善効果は感じられない。 
教授法について 

日本の大学教授による特別授業は非常に有益で、UNTL 教員の授業法改善にも有効。UNTL の教
員のなかで海外特に日本の大学で学んだ教員の指導法は良いと思う。 
4 年制コースの卒業研究 

まだ、卒業研究についてオリエンテーションなどないので、あまりよく概要を知らない。現在、
以下のように理解している。 
・ 4 年制コースの全学生がそれぞれ卒業論文を作成する。使用言語は テトゥン語、英語、ポルトガ

ル語のなかから選択する。 

                                                   
10 ただし、現在、他ドナーによる支援は終了している。2 学科の現状については、p.17 の「プロジェクトが支援する 3 学科以

外の学科の状況について」を参照。 
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・ 3 学科ともコーディネータに研究プロポーザルを提出する予定（自由に選択できると理解してい
る様子）。 

・ 卒業研究を進めるうえで課題となりそうなことは以下のとおり。 
‐ 教員が海外留学するといったケースがあり、指導が中断されるリスクがある。 
‐ 実験や実習をあまりやっていない分野で研究を行う場合は不安がある。 
‐ どの学科でも機材の故障を怖れて十分に活用していないので、学生は機材の扱いになれていな

い。研究用に使用させてもらえるか心配。 
‐ フィールド調査を行う際の交通の手段が確保できないことが課題。 
‐ 4 年制コースの 1 期生なので、求められる水準がわからないし、サンプルもないので、学生用

の卒業研究のためのガイドラインなどがほしい。 
卒業・進路について 
・ 7 名全員が 4 年で卒業したい意向。他の学生も同様。最長 6 年間で卒業しなければ退学になる旨

学科長から説明されている。 
・ 就職については、インターンや就労した先の企業に勤めるというパターンが一般的。UNTL は就

職支援が全くない。企業ニーズを把握して授業に反映させるとか、企業への働きかけなどやって
ほしい。東ティモールには 3 学科の卒業生の受皿となる産業がそれほど育っていない一方で、学
生も理論はわかっても実践的な能力が足りないと感じている。 

 

 
３－３ 効率性 

効率性は高いと判断する。 
・本邦研修と専門家派遣はほぼ計画どおり効率的に実施された。機材供与についてプロジェクト

開始からの 1 年間以上機材が届かないという状況があり、現地における技術移転が一定期間困

難となった。インドネシアの専門家を派遣したことは、全教官が理解できるインドネシア語で

指導できるため、教授法やファカルティ・ディベロップメントの推進について理解を深めるこ

とができた11。工学部 3 学科の全教官と事務職員が C/P となった。研究活動については 41％の

教官が参加しているが、これは当初の期待を下回っている。 
・成果目標の到達状況については、２－２と２－３で示すとおり、成果 1 については、おおむね 
 

表３－１ UNTL-FEST における教官・学生の状況 

学科 (1)教官

数 
(2) 稼働人

数（海外留

学中の教官

を 除 く 人

数） 

(3)教科

数 
(4) 学 生

数（全学）

(5) 4 年制コー

スの学生数 
(6)教官 1 人

当 た り 学 生

数 
(4)/(2) 

(7)教官

1 人当た

り の 教

科数 
(3)/(1) 

2012 2013 

機械 26 18 48 169 36 69 9.3 2.66 

土木 18 11 44(+9)* 273 88 75 24.8 4.00 

電気 15 7 44 332 84 75 47.4 6.29 

合計 59 36 136 774 208 219 21.5 3.77 
 * 9 = 選択科目 
出所：東ティモール国立大学工学部 
 

活動は完了し、4 年制コースの教育の質を高めるための継続的活動（シラバスの見直しによる

                                                   
11 2014 年 6 月にプロジェクトが教員に対して実施した質問票調査によれば、英語では 54.8%（15/31）、ポルトガル語では 51.6％ 

（16/31）と半数程度の教員しか十分な読解力がないが、インドネシア語では 100％（31/31）が高い読解力を有していると

回答している。 
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改善など）と 4 年制コースのカリキュラムと卒業研究に適切に対応できる職員配置計画（採用

計画を含む）の作成が残された課題である。表３－１のとおり、多くの教官が留学中であるこ

ともあり、教官 1 人当たりの学生数や強化数に大きな差があり、計画的な対応が必要になって

いる。 
成果 2 についてはまだ卒業研究の指導は実施されておらず、教官の研究活動の成果発表、卒業

研究の実施要領の作成等が今後の中心課題となる。成果 3 の達成度は 7〜8 割程度で、これまで教

務・総務の運営改善のための組織的枠組みができた。今後は、そうした組織を生かして、具体的

な効果を高めるための取り組みが重視される（クラス評価の結果に応じたアクションプランの策

定と実施など）。  
・プロジェクト前半での遅れを取り戻すために、後半からはプロジェクト運営委員会を定期開催

することで、工学部幹部と専門家間で共通理解を促しながら、活動を進めることができるよう

になった。また、工学部憲章が作成されたことで、その規定に沿って、管理委員会、学術委員

会など工学部内の組織を通してプロジェクト活動を進めることが可能となった。 
・本プロジェクトの PDM と PO では、プロジェクトとして実施する活動の範囲や想定される成果

について曖昧さがあり、その結果、関係者間の理解が異なる点が生じるなど、課題があった。 
 
３－４ インパクト 

上位目標の達成見込みは高い。また正のインパクトが複数確認された。 
・プロジェクトの上位目標は、「工学部から地域社会に貢献する高度技術を有する人材が輩出さ

れる。」ことである。この上位目標に対応する指標は①2018 年までに 4 年制コースの学生 300
名以上が卒業することと、②4 年制コース修了者の 6 割以上が関連する業種に就職することの

2 つである。 
‐ ①の指標については、2018 年までに 3 年分の学生が卒業する見込みで、その間に卒業年に達

する学生数は、3 学科合計で約 800 名となる。3 年制課程を 3 年間で修了する学生の比率は 3
割程度と低いため、現状のままでは 4 年制コースも 240 名程度にとどまることが懸念される。

ただし、4 年制コースの学生は各学科長より 6 年以内で卒業しない場合、退学になると告知

されているため、4〜5 年程度で卒業する学生が増加することが期待される。いずれにしても、

工学部としても 4 年間で全課程を終了するよう継続して働きかける必要がある。 
‐ ②の指標についてもまだ卒業生が出ていないため指標の達成度を測ることはできない12。プ

ロジェクトが 2014 年 5 月に卒業式に参加した 3 年制課程の卒業生を対象に実施した進路調

査結果によれば、非正規を含め就職率は 37%と低かった。産業団体と企業へのヒアリング結

果によれば（BOX の「人材ニーズと大学による就職支援の可能性について」参照）、エンジ

ニアの人材ニーズは比較的高いため、今後、工学部として積極的に企業に対するプロモーシ

ョンを行うなど就職支援を行うことが求められる。 
以上の点から、年間 100 名ほどの学士を送り出すことは十分可能であるが、就職先については、

大学・工学部による主体的な働きかけが必要である。 

                                                   
12 学長によれば、2015 年度、大学本部内に設置された雇用・同窓会事務所（Employment and Alumni Office）が卒業生の進路

調査を実施中とのことである。 
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人材ニーズと大学による就職支援の可能性について 

今回の調査では東ティモール商工会議所（CCI）、東ティモール技術者協会（ANETL～会員約 200
名）、TIMOR GAP（東ティモール石油公社～工学部卒業生 9 名在職）、東ティモール国家開発庁（AND
～工学部電気電子工学科卒業生 4 名在職）へのヒアリングを行った。就職支援に参考となる情報は

以下のとおり。 
・ 東ティモール商工会議所は 2012 年の設立後まだ日が浅いが 19 の部会 147 名の会員がいるので、

会員と大学との結びつきを強化することができる。現在、企業の 7 割が地方の土木関連企業で、

インフラに関連する土木、電気、機械の 3 分野は人材が不足している。現場のテクニシャンレベ

ルでもインドネシアやフィリピン出身者等が多い。近い将来、東ティモール人が増えることを期

待している。（Araujo 副会長） 
 

東ティモール商工会議所 (CCI)の会員内訳 

部会名 会員数 部会名 会員数 
アグロビジネス 7 全国起業家 7 
中華系商業事業者 7 土木公共事業 7 
ボート製造 7 東部地区 8 
建設関連起業家 5 一般起業家 7 
トラック運輸 4 公共交通 7 
婦人起業家 36 観光 7 
マイクロファイナンス（CCFC） 6 東ティモールコーヒー組合（CCT） 2 
キリスト教青年起業家 7 東ティモール女性組合 7 
零細事業者連合 7 全国起業家 6 
大学青年部 3 合計 147 
出所：CCI 会員リスト 

 
・ 土木分野では、UNTL の卒業生に対して、現場管理とある程度の設計ができることを求めている。

東ティモールには現在 50 社程度の建設会社が事務所をもっているが、そのほとんどは海外資本。

UNTL の卒業生はインドネシア人あるいはインドネシア大学卒のエンジニアと競合している。イ

ンドネシアのエンジニアはさまざまな構造物に経験があり、給与面でも安い。外国企業は英語で

のコミュニケーション能力を求めるため、英語ができないと対応できない。インフラ関連の産業

を中心に立ち上がりつつあるので、UNTL 卒業生が就業先を見つけることは比較的容易と思われ

る。（Almeida ANETL 会長） 
・ 企業や NGO のなかには 4 年制の大卒しか採用しない場合があり、就業機会が制限されたが、今

後 4 年制の卒業生が出れば、地元人材の専門職が増加する。政府やドナーの事業ではローカル人

材の雇用を条件づけている。もっと大学が積極的にプロモーションをすれば、卒業生の就職率は

高まるはず。UNTL は、産業との結びつきが薄い。TIMOR GAP も大学に特別講義など提案して

いるが、大学から反応がない。また、大学との共同研究なども可能性がある。（TIMOR GAP パ

イプライン・マネジャー/工学部機械工学科卒 Freitas 氏） 
・ 大学では Electronics の勉強が重点だったが、社会に出てから、電力（配電など）がメインになっ

た。大学では学習のための機材があったがあまり活用していなかった。大学へのリクエストとし

ては、発電、配電についての実習と Power Control for high power についての教科を充実させてほ

しい。東ティモールの 3 年制コース修了後、インドネシアの大学を卒業するというケースが多い。

3 年制コース修了者が 4 年制コースに編入できるとキャリアアップにつながる。（AND 社員 4 名

/工学部電気電子工学科卒業生） 
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・その他のインパクト 
 
(1) 帰国留学生による研究貢献 

本プロジェクトを契機として、JICA 長期研修プログラムと国費留学制度を活用し、工学部

の教官が日本の支援大学で修士・博士課程に進んでいる（一部教官は帰国済み）。日本の大学

で研究能力を強化した教官は、積極的に論文執筆・発表を行っており、彼らが帰国後、各学

科において、教育・研究において中核的な役割を果たすことが期待される。 
 

表３－２ 日本への留学生による研究実績と今後の貢献見込み 

学科 
留学プログラムの内訳 研究成果の

発表方法 
2014 年 8 月まで

の実績（JICA 長

期研修分） 

今後の見込み（延

長期間終了まで）

** 
JICA 研修 国費留学 合計 

機械 博士：0 
修士：1  

博士：1 
修士：0 

博士：1 
修士：1 

学会論文 10（3） 2（0） 
その他*   

土木 博士：0 
修士：1 

博士：0 
修士：1 

博士：0 
修士：2 

学会論文  3（3） 
その他* 3（2） 3（3） 

電気 博士：0 
修士：1 

博士：1  
修士：2 

博士：1 
修士：3 

学会論文 4（2） 3（2） 
その他* 20（0） 3（3） 

合計 博士：0 
修士：3 

博士：2 
修士：3 

博士：2 
修士：6 

学会論文 14（5） 8（5） 

その他* 23（2） 6（6） 
* セミナー等での発表 
**現在把握できているもののみ 
出所：支援 3 大学 

 
(2) 他学部への普及効果 

本プロジェクトで工学部に導入したクラス評価によるファカルティ・ディベロップメント

活動などの先進的な取り組みは、プロジェクトに参加していない情報工学科と地質・石油工

学科だけでなく、UNTL の他学部へも普及が期待される。また、本プロジェクトでは、2014
年から Best Researcher Award（優秀研究者賞）の授与制度と研究資金提供制度（研究企画書

の公募、審査による研究資金提供の仕組み）を導入した。さらに、これまでの研究の成果を

まとめた工学部としてはじめての論文集も発行される予定である。こうした取り組みも他学

部に普及される可能性がある。 
 

(3) 他の教育機関への貢献 
工学部の教官は、本プロジェクトでの教育プログラム改善の経験を生かし、工業高等専門

学校に対してカリキュラム改善等の助言を行う計画がある。また、国内では 4 つの私立大学

に工業系の学部学科があり、ファカルティ・ディベロップメントの方法など参考事例として

提示することができる13。 
 
 
                                                   
13 Universidad eda Paz, Deli University, Deli Institute of Technology, Universidade Continental の 4 大学 
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３－５ 持続性 

持続性については一部課題がある。 
(1) 政策面 

東ティモールにおいて唯一の国立大学の工学部であるため、教育省だけでなく産業界から

も専門性のある実践的な技術者の育成機関としての期待が高い。また、UNTL は研究大学と

しての役割強化を優先課題としているため、工学部の教育・研究能力強化に対する支援が継

続する可能性は高い。 
 

(2) 組織面 
本プロジェクトの支援により、工学部では学術委員会、ファカルティ・ディベロップメン

ト委員会、管理委員会が立ち上がったことで、研究・教育・運営面の改善を組織的に取り組

むことができるようになってきた。カリキュラムやシラバスの作成などは工学部が自主的に

実施しているが、クラス評価や研究活動の支援などはまだ専門家に依存している。今後、組

織的な持続性を確保するためには、各委員会の枠組みを生かしてアクションプランを実施す

るという組織強化や改善のサイクルを確立する必要がある。 
現状では研究活動は、専門家と教官の関係で進められており、あまり工学部としての組織

的な取り組みになっていない。2016 年度から 4 年制コースと研究担当の副学部長のポストが

設置され、リサーチセンターも工学部内に設置することが決まっているため、今後、工学部

としての組織対応ができる見込みである。 
 

(3) 財政・予算面 
2011 年から大学本部から工学部への予算配分が始まった（それ以前は、本部が直接支出す

るため、工学部への予算配分がなかった）。2014 年度、工学部の事業予算（セミナー開催、

交通費、謝金など）は、3,750 米ドルと極めて小額である。研究資金、機材の購入・修理、

消耗品・備品の購入などは本部への申請ベースとなっている。2016 年度から研究資金は、工

学部の予算として配分されることになっているが、現状の研究レベルを維持できるような予

算は見込めない。このため、工学部では、今後、本部への予算申請と並行して、海外の競争

的資金への応募、海外の大学との連携・研究者との共同研究、企業や政府系機関との共同研

究などさまざまなリソースへのアクセスに努める必要がある。 
また、2016 年度から 4 年制コースの卒業研究が開始されるが、そのための予算措置がない

ため、その資金確保も早急に検討すべき課題である。 
現在、機材の購入・修理、スペアパーツの購入については、工学部から大学本部に申請す

る仕組みになっているため、手続きに時間がかかり、入手時期のめどがたたないといった課

題がある。また、本部担当者は、機材やスペアパーツの仕様や調達ルートになじみがないた

め、対応が進まないといったことも多いと言う。したがって、機材については、予算配分だ

けでなく、調達方法の改善についても本部に働きかける必要がある。また、JOCV の入って

いる機械工学科では機材の維持管理が十分行われているが、工学部レベルでは機材リストが

あるのみで、機材管理の実務担当者が配置されておらず、登録制度なども導入されていない。

こうした点から、プロジェクト後、機材の稼働率が低下し、教育・研究活動に支障が生じる

可能性がある。 
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(4) 人材面 
教官の離職率は低い。「３－３ 効率性」の表３－１で示すとおり、工学部では教官数が

不足しているため、研究活動に積極的に参加する若手教官の採用が望まれる。現在、工学部

3 学科の教官 36 名のうち（留学中の教官を除く）、15 名が研究活動に参加しているが、4 年

制コースの全学生が卒業研究を行うことが義務づけられるため、さらに多くの教官が研究活

動に参加し、学生への指導能力を身につける必要がある。 なお、本プロジェクトでは日本へ

の留学組はまだ帰国していないが、留学前に帰国後も教官として勤務するよう誓約書を結ん

でいる。 
 

(5) 技術面 
UNTL の戦略計画では、短期目標として全教官が修士以上の学位を取得することを掲げ、

その実現のためにポルトガルなど海外の大学への留学を積極的に推進している。工学部でも

全教官中 39％（26 名）の教官が海外に留学中である14。現在、工学部に対して本プロジェク

トを通して、日本の支援 3 大学とインドネシアの ITS と教官レベルでのネットワークが形成

されつつある。また、ポルトガルの 2 大学（Evora University と Porto University）も講師派遣

と留学生受入れの支援を行っている。また、 工学系の組織間連携としては、龍谷大学と大学

間連携協定を結んでいる。こうした外部支援を通して、教官の継続的な能力強化が図られる

可能性が高い。 
 
３－６ 効果発現に貢献した要因  

・日本の支援 3 大学が、短期専門家派遣、研修生の受入、UNTL-FEST 教官の研究指導といった

かたちでプロジェクトを継続的に支援したことは、大きな促進要因であった。 
・機械学科に派遣された JOCV の隊員によって、機械学科の機材の保守・修理が行われたことは、

プロジェクトの教育・研究活動を継続するうえで大きな促進要因であった。  
 
３－７ 問題点及び問題を惹起した要因 

・当初、3 年制プログラムの学生が 4 年制コースに編入できることを想定していたが、プロジェ

クト開始後、UNTL は編入を認めないことを決定した。この方針変更がプロジェクトの成果目

標達成上大きな制約要因となった。 
・プロジェクト前半の期間、JICA 内部の調達の遅れにより、機材の到着が 6～10 カ月ほど遅れ

た。その結果、短期専門家による技術移転や研究プロジェクトの実施に大きな影響があった。 
・UNTL では教官に対し積極的な海外での学位取得を奨励している。このため、教官の海外留学

による研究・教育活動の中断や延期があった。 
・UNTL-FEST では教育・研究を行う言語として、テトゥン語、ポルトガル語、英語の 3 言語が

認められている。この数年間、ポルトガルに留学する教官が多いこともあり、ポルトガル語が

主流化しつつある。カリキュラム、シラバスもポルトガル語で作成されるなど、専門家が技術

移転を行ううえで言語の障害があった。 
 
                                                   
14 26 名の内訳は、ポルトガル 18 名（博士課程 1 名、修士課程 17 名）、日本 7 名（博士課程 2 名、修士課程 5 名）、オースト

ラリア：1 名（修士課程 1 名） 
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３－８ 結論 

本プロジェクトは、教育・研究の強化は、教育省と UNTL の優先課題であり、政策上の妥当性

は高い。また、専門的な技術を有する東ティモール人を育成する意義も高い。 
プロジェクト活動はおおむね順調に進んでいる。教官の教育・研究への取り組み意欲が高まり、

学部運営に関する各種会議が行われるようになるなど、プロジェクト目標達成のため、着実に成

果を産出しつつある。一方、プロジェクト開始前、3 年制プログラムの学生が 4 年制コースに編

入できることを想定していたが、プロジェクト開始後、UNTL は編入制度を認めないことを決定

した。この方針変更により、4 年制学士の第 1 期生の 4 年次のプログラムは 2015 年 2 月に開始さ

れ、12 月に終了する予定である。プロジェクト期間内では 4 年制コースが終了しないため、その

成果を測ることはできない。このため、プロジェクトの実施成果を発現するため、2016 年 3 月 31
日までプロジェクトを延長することが妥当である。 
 
評価結果の要約は以下のとおり。 

項 目 評価結果 
1. 妥当性 教育・研究の強化は、教育省と UNTL の優先課題であり、政策上の妥当性は高

い。また、専門的な技術を有する東ティモール人を育成する意義も高い。  
2. 有効性 プロジェクト期間内では 4 年制コースが終了しないため、その成果を測ることは

できない。3 年制プログラムの卒業生の状況（クラス評価の結果、就職率、教育

の質についての満足度など）から、4 年制コースの卒業生についても、良好な結

果が得られる見込みは高い。 
3. 効率性 効率性は高い。プロジェクトの前半では、機材調達の遅れなどからプロジェクト

の進捗が遅れたが、後半では、複数の会議を立ち上げて組織的な体制をとるなど

措置をとり、進捗が進んだ。これまでに教育とマネジメント分野の支援が完了し

つつあるため、今後の焦点は教官の研究と卒業研究の支援となる。 
4. インパクト インパクト発現の見込みは高い。2018 年度までに 300 名以上が学士資格を得ら

れる見込みであるが、彼らの就職率向上については UNTL-FEST の支援が求めら

れる。 
5. 持続性 持続性については課題がある。政策、組織、技術面の持続性は高いが、研究資金

の獲得や卒業研究のための予算確保が課題である。また、機材の維持管理につい

ては予算面・体制面で強化が必要である。 
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第４章 提言と教訓 
 
４－１ 提言 

(1) 延長期間の主要課題 
残り期間、プロジェクトは、教官の研究支援及び卒業研究指導支援と、その体制・仕組み

づくりに必要なマネジメント部門の強化に焦点を当てることを提案する。そのために、

UNTL-FEST 側と今回の調査で作成した活動計画（付属資料 ANNEX 8）の最終化を図り、実

施することを提案する。 
(2) さらなる教官能力強化の奨励 

プロジェクトを通して教官の教育・研究への取り組み意欲が高まった。UNTL-FEST は研

究資金へのアクセス向上、教官の研究実績についての評価、ファカルティ・ディベロップメ

ント活動への取り組みについての評価などを行うことで、意欲の高い教官が一層能力強化を

図れるような支援を行うべきである。 
(3) 留学から帰国した教官による知識共有 

これまで、海外留学を終えた教官が他の教官と知識共有を行うといったフォーマルな取り

組みは行われていないため、今後、修士・博士課程を修了し帰国した教官は、ファカルティ・

ディベロップメント活動の一環として、習得した知識や技術の発表等を行うことを提案する。 
(4) 研究資金 

研究活動を継続するため、UNTL と UNTL-FEST は、教官のために研究資金の確保に努め

るべきである。また、UNTL-FEST は 4 年制コースの卒業研究に係る研究経費についても予

算化するべきである。 
(5) 研究成果の広報 

教育の質の向上と教官のキャリア形成の観点から、教官が研究活動に従事することは極め

て重要である。UNTL-FEST は、研究セミナーの開催や論文集の発行等を積極的に行い、研

究活動を支援すべきである。 
(6) UNTL-FEST のオーナーシップ強化 

現在、ファカルティ・ディベロップメント活動のクラス評価など日本人専門家がマネジメ

ント、集計、分析などの面で主導的な役割を担っている。プロジェクト後の持続性を高める

ために、UNTL-FEST の主体的な取り組みとするよう提案する。 
(7) 卒業研究のガイドライン 

UNTL は卒業研究に関する規定を作成し、同規定は 2015 年度中に承認される見込みである。

UNTL-FEST は、この規定に準拠して、学部あるいは学科別に卒業研究の実施要領を作成し、

併せて、学生向けの指導文書を作成し、研究実施の手順、求められる論文の水準、論文のサ

ンプルなどを提示して、学生が十分に理解できるように努めることを提案する。 
(8) 機材の保守・メンテナンス 

現在、機材の保守・メンテナンスについては各学科に委ねられており、標準的な管理の仕

組みが確立されていない。UNTL-FEST は担当者を配置し、機材の登録システムを導入する

など、管理の仕組みを確立することを提言する。また、消耗品やスペアパーツの購入と機材

の修理は、UNTL 本部が行う仕組みになっており、必ずしも本部の担当者が調達方法や仕様

について理解していないため、調達の遅延や入手困難となるケースが生じている。学長に対



－28－ 

して実情について文書化するとともに改善方法を提案する必要がある。この取り組みについ

ては、UNTL-FEST だけでは対応が難しいため、専門家チームの支援を要すると思われる。 
(9) 卒業生の就職支援 

UNTL-FEST は卒業生の就職率を高めるため、卒業生の進路調査、同窓会の設立、企業へ

のニーズ調査と卒業生のプロモーションなどの活動を実施することを提案する。 
(10) 若手教官の採用拡大 

現在、学生数、教えなければいけない教科数に比べて教官数が不足している。将来、研究

において中心的な役割を担えるような若手人材を積極的に採用することを提案する。 
(11) 太陽光発電システムの活用 

日本政府の無償資金協力によって太陽光発電システムが設置されており、そのシステムを

研究に活用することを提案する。 
 
４－２ 教訓 

(1) 支援大学による一貫した支援 
本プロジェクトでは、学科ごとに国内支援大学が短期専門家派遣、短期専門家派遣、研修

生の受入、UNTL-FEST 教官の研究指導といったかたちでプロジェクトを継続的に支援した

ことは教官の能力向上に効果的であった。 
(2) 長期研修・国費留学との連携 

本プロジェクトの投入と国費留学制度を合わせ、UNTL-FEST の教官延べ 8 名（修士課程 6
名、博士課程 2 名）が支援大学へ留学した。日本の大学で研究能力を強化した教官は、積極

的に論文執筆・発表を行っており、帰国後、プロジェクトの各学科の教育・研究において中

核的な役割を果たしている。大学支援案件における C/P の長期研修は、教官定着の課題はあ

るものの、プロジェクトの効果を高めるという点で評価される。 
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Annex 5 プロジェクト経費支出実績表 
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Annex 8 修正 PO と卒業研究実施スケジュール表 
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